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１１..  業業  務務  報報  告告  書書  

 

（（１１））事事  業業  概概  況況  

 

事事  業業  方方  針針  

当協会では、平成３０年４月に策定した６年間の長期経営計画において、「地

域とつながる保証協会」を経営ビジョンに掲げ、この達成に向け計画期間の後

期３年間（令和３年度～令和５年度）にあたる中期事業計画において次のテー

マを重点的な取組として定めた。 

（１）力強い金融支援 

（２）適正保証の推進 

（３）経営改善や事業再生等の促進 

（４）関係機関との連携強化・協働 

 

中期事業計画の最終年度となる令和５年度においては、これらの重点事項に

対応する次の３つの項目に注力しながら業務運営に努めることとした。 

① 県内中小企業の事業維持・発展に向けた力強い金融支援の実施 

② 企業との接点増加による経営支援の充実 

③ 創業者支援の強化 

 

（保証業務） 

新型コロナウイルス感染症（以下、「新型コロナ」という。）の５類移行を受

け社会経済活動が正常化に向かう中、環境変化に対応し事業を維持・発展させ

るため賃金水準向上など経営改革に取り組もうとする中小企業・小規模事業者

（以下、「中小企業」という。）に対して、引き続き国・県・市町村の施策に呼応

し、金融機関等と連携しながら積極的に資金繰り支援を行った。 
  また、国が推進する経営者保証に依存しない融資慣行の確立に向けた各種施

策についても積極的に取り組んだ。 

 

（期中管理及び経営支援業務） 

 コロナ対策資金の返済据置中の企業や過剰債務を抱えた企業等の経営状況を

的確に把握するためモニタリングを強化し、課題解決に向けた効果的な経営支

援や追加の経営支援、返済条件緩和などをタイムリーに実施した。 

また、創業者を積極的に支援するため、創業塾等での情報提供を実施したほ

か、創業保証利用者へは定期的なフォローアップ訪問を実施し、必要に応じ資
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金繰り支援や専門家派遣による販路拡大などの経営支援につなげた。 

 

（回収業務） 

期中管理部門と求償権管理部門の連携により、要代位弁済先の調査および代

位弁済直後の初動対応を適切に実施するとともに、不動産任意処分や一部弁済

による保証人免除を伴う不定期回収の促進等を実施し、回収の最大化に努めた。 

 

（その他） 

   コンプライアンス態勢の維持確立に向けた取組を土台としつつ、金融支援・

経営支援等を効果的に進めるため各種研修会に職員を参加させ、個々の能力向

上に努めるなど、高い専門性とスキルを持った職員の育成に取り組んだ。 

また、業務効率を高めるため引き続きデジタル化を進め、電子決裁システム

の導入やペーパーレス、押印レス対応などに取り組んだ。 

 

経経  済済  情情  勢勢  

令和５年度の県内経済は、新型コロナの５類移行により特にサービス関連に

おいては、コロナ禍の沈静化後の人流増加に伴い売上増加につながった。一方、

観光関連では７月の豪雨災害でダメージを受け、運輸関連ではエネルギー価格

の高止まりによるコスト増加状況が続いている。 
県内の企業倒産においては、コロナ対策資金（ゼロゼロ融資）の返済が本格化

した時期を中心に倒産が相次ぎ、東京商工リサーチの令和５年度の「秋田県企

業倒産状況」では、件数６４件、負債総額１０１億円となっており、前年度比は

件数で１７３％、金額で２６４％と大幅に増加した。 
  また、本県は１１年連続で全国最高の人口減少率を記録するなど人口減少は

顕著で、それによるマーケットの縮小や少子高齢化による人手不足、エネルギ

ー価格の高止まりにより、今後、収益を圧迫された企業の倒産増加が懸念され

ており、県内中小企業を取り巻く経営環境は引き続き厳しい状況が続いている。 
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業業            績績  

  

このような経済情勢の中で、令和５年度の事業概況は次のとおりであった。 

 

１）保証承諾及び保証債務残高の状況 

保証承諾は、４，４０６件、４６７億７８百万円で、前年度に比べ件数で 

８１件（△１．８％）減少し、金額では４５億２７百万円（１０．７％）増加

した。 

また、保証残高は、３０，００１件、３，００４億７８百万円となり、前年 

度に比べ件数で１，３７３件（△４．４％）、金額では３１６億１６百万円（△

９．５％）減少した。 

なお、重要課題として取り組んだ「保証利用企業者数の確保」については、

１４，１９９企業と前年度に比べ６６８企業減少した。 

２）延滞保証債務残高および代位弁済の状況 

期末所定期限経過保証債務残高（期限経過９０日超）は、６件５８百万円と 

なった。（前年度３件、６百万円） 

また、代位弁済（元利）は、３９９件、３３億７１百万円となり、前年度に

比べ件数で１２６件（４６．２％）、金額では８億１２百万円（３１．７％）

増加した。 

期末の代位弁済請求残高は、２７件、２３７百万円となり、前年度に比べ件

数で７件（３５．０％）、金額では１億４６百万円（１６０.４％）増加した。 

なお、保証債務平均残高に対する代位弁済率は、１．０８％となり、前年度

に比べ０．３４ポイント上昇した。 

３）求償権回収の状況 

求償権元本の回収額は、５０件、６億９６百万円となり、前年度に比べ件数

で２３件（△３１．５％）減少したが、金額で４２百万円（６．４％）増加し

た。 

また、損害金回収については５６百万円で、前年度に比べ３百万円（５．

１％）増加した。 

この結果、元本・損害金の回収総額は、７億５２百万円となり、前年度に比

べ４５百万円（６．３％）増加となった。 
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事事  業業  のの  展展  望望  

当協会では、令和６年度から新たに６年間（令和６年度～令和１１年度）の長

期経営計画を定め、「地域とともに、企業とともに」を経営ビジョンに掲げると

ともに、６年後に「保証浸透率５０％」という定量目標を定めた。この達成に向

け計画期間の前期３年間（令和６年度～８年度）にあたる中期事業計画におい

て保証部門、経営支援部門、管理回収部門、その他間接部門に分類し取り組むこ

ととした。 

 

令和６年度においては、引き続きコンプライアンス態勢の維持確立に向けた

取組を役職員一丸となって進める。 

  中小企業の多様な資金需要に応えるため金融支援をはじめ、創業支援や事業

承継、事業再生支援の促進にも努め、多くの企業に対し実効性の高い経営支援

を実施し、企業の発展による県内経済の活性化につながる活動を全力で取り組

む。 

  加えて、国が推進する中小企業者が経営者保証を提供しないことを柔軟に選

択することができるよう対応を進める。 

  また、これらの金融支援、経営支援をより効果的に行うため、引き続き県・

市町村、金融機関、支援機関等との連携を重視しながら、金融仲介機能を発揮

するとともに、体系的な人材育成を通じて職員の中小企業支援に関するスキル

アップにも取り組む。 

 

           令和６年度の重点的な取組 

 県内中小企業に寄り添った適切な金融支援の実施 

 創業、事業承継支援の強化 

 経営支援の充実と効果検証 

 金融機関や関係機関との連携強化 

 

令和６年度 事業計画主要数値 

 

保証承諾      ５５０億円 

保証残高    ２，７４０億円 

保証債務平均残高   ２，８７０億円 

代位弁済       ４５億円 

求償権回収      ６億円 
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(２)　 庶務事項

令和5年 4 月 1 日 ○ 人事異動実施

○ 理事の任命

理事�任 �� �一、� 良�、�藤 ��

伊藤 登志雄、船木 富三弥、新谷 明弘、石川 定人

板垣 良一、伊藤 新、大森 三四郎、北林 貞男

菅原 浩、藤澤 正義、穂積 志、松田 知己

4 月 3 日 ○ 第１回理事会

議案第１号 会長、副会長及び常務理事の互選について

議案第２号 役員の常勤について

議案第３号 常勤役員の報酬について

4 月 6 日 ○ 第１回コンプライアンス委員会

4 月 12 日 ○ 令和５年度経営計画書主務省等提出

4 月 17 日 ○ 第２回コンプライアンス委員会

4 月 28 日 ○ 第１回ハラスメント統括部署会議

4 月 25 日 ○ 令和４年度決算速報主務省等提出

○ 第１回コンプライアンス担当者会議

5 月 9 日 ○ 令和４年度決算監査会、第１回監事会

5 月 25 日 ○ 第２回理事会

議案第１号 令和４年度事業報告及び決算承認について

5 月 26 日 ○ 令和４年度事業報告書主務省等提出

○ 資産総額変更登記 （資産の総額　24,971,474,466円）

6 月 7 日 ○ 第３回コンプライアンス委員会

6 月 26 日 ○ 関連会社（保証協会債権回収株式会社、保証協会コンピュータ

サービス株式会社）の状況報告主務省等提出

7 月 3 日 ○ 外部評価委員会

8 月 9 日 ○ 第４回コンプライアンス委員会

8 月 17 日 ○ 第２回監事会

8 月 24 日 ○ 第２回ハラスメント統括部署会議

年　月　日 記 事
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令和5年 10 月 12 日 ○ 第３回理事会（書面）

議案第１号 横手･湯沢支所の移転について

11 月 8 日 ○ 第３回監事会

11 月 24 日 ○ 第４回理事会（書面）

議案第１号 給与規程における給料表の改正について

11 月 28 日 ○ 第５回コンプライアンス委員会

令和6年 1 月 26 日 ○ 第５回理事会（書面）

議案第１号 就業規則の一部改正について

議案第２号 給与規程の一部改正について

議案第３号 退職金給与規程の一部改正について

議案第４号 旅費規程の一部改正について

2 月 6 日 ○ 第３回ハラスメント統括部署会議

2 月 7 日 ○ 第４回監事会

3 月 6 日 ○ 第６回コンプライアンス委員会

3 月 11 日 ○ 第２回コンプライアンス担当者会議

3 月 15 日 ○ 第４回ハラスメント統括部署会議

3 月 18 日 ○ 第６回理事会

議案第１号 長期経営計画（案）について

議案第２号 中期事業計画（案）について

議案第３号 令和６年度経営計画（案）について

議案第４号 令和６年度収支予算（案）について

議案第５号 従たる事務所の業務に関する代理人選任について

3 月 31 日 ○ 理事退任 加藤 慶美、伊藤 登志雄

記 事年　月　日
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（３）役 職 員       
 

イ 役職員数 
理   事 監   事 職   員 計 

１５（１１） ３（２） ５８ ７６（１３） 
（注） （  ）内は非常勤の理事、監事数を表す。 

 
ロ 役  員 
役 職 名      氏 名        現 職 理 事 就 任 月 日            備考 

会 長 理 事      堀 井  啓 一 令和 ３年 ７月 １日 常 勤 

副会長理事      �  良 � 

理事 
令和 ４年１２月 ９日 
副会長 
令和 ５年 １月２０日 

非常勤 県商工会議所連合会会長 

常 務 理 事      加 藤  慶 美 令和 ４年 ４月 １日 常 勤 

理 事      伊藤 登志雄 平成２８年 ４月 １日 常 勤 

理   事 船木 富三弥 令和 ３年 ４月 １日 常 勤 

理 事      新 谷  明 弘 令和 ２年 ４月 １日 非常勤 秋田銀行頭取 

理 事      石 川  定 人 令和 ５年 ４月 １日 非常勤 県産業労働部長 

理 事      板 垣  良 一 令和 ５年 ４月 １日 非常勤 商工組合中央金庫秋田支店長 

理 事      伊 藤  新 平成３１年 ４月 １日 非常勤 北都銀行頭取 

理   事 大森 三四郎 令和 ３年 ５月２７日 非常勤 県商工会連合会会長 

理 事      北 林  貞 男 平成２１年 ６月２３日 非常勤 県信用組合会長 

理   事 菅 原  浩 令和 ４年 ５月２０日 非常勤 県信用金庫協会会長 

理 事      藤 澤  正 義 平成２６年 ６月１１日 非常勤 県中小企業団体中央会会長 

理 事      穂 積  志 平成２１年 ５月１５日 非常勤 県市長会会長 

理 事      松 田  知 己 令和 ４年 ６月 １日 非常勤 県町村会会長 

監 事      田 中  一 博 令和 ３年 ４月 １日 常 勤  

監 事      長谷部  弘輝 平成１８年１０月 １日 非常勤 税理士 

監 事      赤 坂  薫 平成２６年１０月 １日 非常勤 弁護士 
 

− 7−



 
 

（４）事 務 所 
 

名 称        開 設 年 月 日        所 在 地        備 考       

秋田県信用保証協会 昭和26年 8月 1日           秋田市旭北錦町 1 番 47 号 
（秋田県商工会館内） 

土地 844.69 ㎡ 
建物 1,594 ㎡ 

大 館 支 所  昭和28年 4月27日           大館市字三の丸 90 番地 土地 349.28 ㎡ 
建物 215.35 ㎡ 

能 代 支 所  昭和38年 2月 1日           能代市上町 6 番 28 号 土地 223.14 ㎡ 
建物 191.47 ㎡ 

本 荘 支 所  昭和40年 7月 1日           由利本荘市肴町 66 番地 4 土地 347.39 ㎡ 
建物 177.39 ㎡ 

大 曲 支 所  昭和30年 8月 1日           大仙市大曲浜町 2 番 2 号 土地 674.04 ㎡ 
建物 274.62 ㎡ 

横手・湯沢支所  平成 15 年  4 月  1 日 横手市四日町 26 番地 1 土地 566.01 ㎡ 
建物 315.64 ㎡ 
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　※上記出えん金（累計）には、過去に金融安定化特別基金（中小企業金融安定化特別保証制度の実施に伴い創設された

基金。平成21年度末をもって廃止。）を造成するために出えんされた額1,880,000千円を含む。

（注）基金準備金の当期中増加欄の（　）には、収支差額変動準備金からの振替額を内数で記載。

7,414

9,997,274

0 7,414

0

そ の 他

9,997,274

業 者 ・ 業 者 団 体

期　別

基 金

基 金 準 備 金

0

信 託 銀 行 0

0 19,742,084

644,837

19,097,247

（　　　　　　0）

8,249,310

0660

2,709

1,487

計

区　分

農 林 中 央 金 庫

生 命 保 険 会 社

0

0

0

0

0

1,212,792

9,961,774

0

660

021,177

1,408

21,177

合　　　　計

0

（単位：千円）

当期中増加額 当期末

1,408

0

0

0

2,709

646

0

0

0

0

8,748,982

0

計

損 害 保 険 会 社

そ の 他 金 融 機 関

28,086

0

長 期 信 用 銀 行

646

商工組合中央金庫

0

0 0

0

1,487

0

信 用 金 庫

0 28,086

0

0

0

（単位：千円）

当 期 末

10,847,937 10,847,9370

0

0

当 期 中 増 加 額 当 期 中 減 少 額

8,894,147

前 期 末

（５）基本財産

イ　基本財産

ロ　出えん金（累計）

市 町 村

計

金 融 機 関

1,212,792

都 市 銀 行

644,837

地 方 公 共 団 体

8,748,982都 道 府 県

出えん者別

期　別
前期末 

9,961,774

0

0

地 方 銀 行

第二地方銀行協会加盟行

農 業 協 同 組 合

信 用 協 同 組 合
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※業者・業者団体のなかには（財）日本共同証券財団からの助成金の拠出（５，６９６千円）が含まれている。

0 8,266

2,730,663

8,266

2,730,663 0

2,722,397

0

2,722,3970

0

31,255

2,117,473

61,336

0

19,458

00

0

303,086

0 104,548

0 680

78,756

50

5,755

0

0

0

0

0

0

0

0

5,755

78,756

50

0

104,548

680

合 計

31,255

2,117,473

61,336

0

0

303,086

19,458

計

そ の 他

長 期 信 用 銀 行

信 用 金 庫

信 用 協 同 組 合

農 業 協 同 組 合

都 市 銀 行

地 方 銀 行

第二地方銀行協会加盟行

信 託 銀 行

業 者 ・ 業 者 団 体

商工組合中央金庫

農 林 中 央 金 庫

生 命 保 険 会 社

損 害 保 険 会 社

そ の 他 金 融 機 関

（単位：千円）

期　別

金 融 機 関

前 期 末 当 期 中 増 加 額 当 期 末
負担者別

ハ　金融機関等負担金（累計）
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（６）  業務内容
　

イ　保証の種類　

割引料率
の適用 保証料 保険料

280,000 (概ね) 運転　10年 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 設備　15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

①中小企業災害復旧資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

②令和５年７月１４日からの大雨災害復旧特別融資 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県経営安定資金融資保証制度 80,000 あり 担　保：必要に応じ 県

①経営安定資金受注減型 （②と合算） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 80,000 あり 担　保：必要に応じ 県

②経営安定資金連倒型 （①と合算） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 あり 担　保：必要に応じ 県

③借換枠（一般） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 あり 担　保：原則不要 県

④新型コロナウイルス感染症対策枠 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.40％）

〃 あり 担　保：必要に応じ 県

⑤原油・原材料等価格高騰対策枠 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.40％）

秋田県セーフティネット保証制度 80,000 あり 担　保：必要に応じ

①経営安定資金受注減型 （②と合算） （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 80,000 あり 担　保：必要に応じ 県

②経営安定資金連倒型 （①と合算） （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.50%超の部分）

〃 50,000 あり 担　保：必要に応じ

③経営安定資金金融破綻型 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

④借換枠（一般） （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 0.88 あり 担　保：原則不要 県

⑤新型コロナウイルス感染症対策枠 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.1％）

担　保：必要に応じ

保証人：原則法人代表者のみ

担　保：必要に応じ

保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 あり 担　保：必要に応じ

緊急経営支援資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

0.88 あり 担　保：必要に応じ

又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

50,000 1.23 あり 担　保：原則必要

組合  100,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

海外 200,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

投資 組合  400,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県新事業展開資金融資保証制度 あり 担　保：必要に応じ 県

①事業革新資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ (0.60%超の部分）

〃 あり 担　保：必要に応じ

②事業革新資金賃金水準向上枠 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県セーフティネット新事業支援保証制度 あり 担　保：必要に応じ 県

事業革新資金 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.70%超の部分）

〃 あり 担　保：必要に応じ

②事業革新資金賃金水準向上枠 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県経営安定資金融資保証制度 商工会議所、商工会連合会等から推薦を受けたもの 運転・設備 50,000 あり 担　保：必要に応じ 県

特別改善枠 中小企業活性化協議会から推薦を受けたもの 運転・設備 80,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

秋田県セーフティネット保証制度 商工会議所、商工会連合会等から推薦を受けたもの 運転・設備 50,000 あり 担　保：必要に応じ

特別改善枠 中小企業活性化協議会から推薦を受けたもの 運転・設備 80,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

担保又は
保証人の徴求

備 考

借入金 損失補償
補給金

その他
種 類 （ 制 度 名 ） 対 象 資金使途

保証限度額
（千円）

保証期間
保証料率（年率%）

　　普　通　保　証 県内で事業を営む中小企業者 運転・設備 1.90～0.45

災害

激甚災害復旧融資保証制度 激甚災害の指定を受けた地域の罹災中小企業者 運転・設備 10年 0.88

県

　〃 令和５年７月１４日からの大雨災害によって直接又は間接的被害を受けた中
小企業者

運転・設備 30,000 10年 1.90～0.45 県

秋田県中小企業振興資金融資保証制度
災害によって事務所等が罹災した中小企業者 運転・設備 30,000 10年 1.90～0.45

取扱期間：令和5年8
月1日～12月29日

経

営

安

定

関

連

経営安定関連融資保証制度 保険法に基づく経営安定関連の要件を具備する中小企業者 運転・設備 10年

売上の減少等、業況悪化につき商工会等の認定を受けた中小企業 運転･設備 10年 1.90～0.45

中小企業振興資金災害復旧資金、セーフティネット資金緊急経済対策枠等
の残高があり、適切な事業計画を有している中小企業者

運転･設備 280,000 10年 1.90～0.45

県

倒産企業に対して売掛債権等を50万円以上有するもの 運転・設備 10年 1.90～0.45 県

原油・原材料等の価格高騰の影響を受けているにもかかわらず、価格転嫁で
きていない中小企業者

運転･設備 40,000 10年 1.90～0.45 県

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上減少等により経営の安定に支
障を来している中小企業者

運転･設備 80,000 10年 1.90～0.45 県

売上の減少等、業況悪化につき商工会等の認定を受けた中小企業 運転･設備 10年 0.88

倒産企業に対して売掛債権等を50万円以上有するもの 運転・設備 10年 0.88

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上減少等により経営の安定に支
障を来している中小企業者

運転･設備 80,000 10年

破綻金融機関等と取引のあるもの 運転・設備 10年 0.88

中小企業振興資金災害復旧資金またはセーフティネット資金緊急経済対策
枠等の残高があり、適切な事業計画を有している中小企業者

運転･設備 280,000 10年 0.88

なし 連合会伴走支援型特別保証制度
新型コロナウイルス感染症等の影響を受け、経営行動に係る計画を策定した
中小企業者

運転・設備 100,000
10年

一括返済の場合　１年
2.40～0.45

なし 連合会秋田県伴走支援型特別保証制度
新型コロナウイルス感染症等の影響を受け、経営行動に係る計画を策定した
中小企業者

運転・設備 100,000
10年

一括返済の場合　１年
2.40～0.45

北秋田市ほか
２制度

公害
防止

公害防止融資保証制度 公害防止保険の要件を具備する中小企業者 運転・設備 7年

市

市町村中小企業振興資金保証制度
各市町村で事業を行うもので、新型コロナウイルスの影響を受け、売上減少
等により経営の安定に支障を来している中小企業者

運転･設備 10,000～20,000 10年 市

倒産事業者との取引が全取引額の20％以上ある等で経営に支障が生じてい
る中小企業

運転･設備 30,000 10年 1.90～0.45

危機
関連

危機関連保証 危機関連保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備 10年 0.80

秋田県危機関連融資保証制度 県内で事業を営むもので、危機関連保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備 80,000 10年 0.70 県

秋田市危機関連融資保証制度
市税を完納している者で１年以上秋田市内に住所及び事業所を有し、危機
関連保険の要件を具備する中小企業者

運転･設備 30,000 10年 0.80 市

市

海外投資関係資金融資保証制度 海外投資関係保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備 10年 県

市町村中小企業振興資金保証制度 各市町村で事業を行うもので、危機関連保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備 10,000～20,000 10年 0.80

10年 1.90～0.45 県

中小企業等経営強化法の要件を具備する等で商工会等から認定を受けた
中小企業等

運転･設備 200,000 10年 1.90～0.45

にかほ市ほか
1制度

12年 1.90～0.45 県

12年 0.88

0.88 県

体
質
強
化

事業
転換

事業転換・多角化、新市場進出、海外進出により事業展開を図ろうとする者
で商工会等から認定を受け、かつ賃金水準向上計画を策定している中小企
業

運転･設備 200,000 10年

県

中小企業等経営強化法の要件を具備する等で商工会等から認定を受けた
中小企業者等

運転･設備 200,000 10年 0.88

県

事業転換・多角化、新市場進出、海外進出により事業展開を図ろうとする者
で商工会等から認定を受け、かつ賃金水準向上計画を策定している中小企
業

運転･設備 200,000
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（６）  業務内容
　

イ　保証の種類　

割引料率
の適用 保証料 保険料

280,000 (概ね) 運転　10年 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 設備　15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

①中小企業災害復旧資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

②令和５年７月１４日からの大雨災害復旧特別融資 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県経営安定資金融資保証制度 80,000 あり 担　保：必要に応じ 県

①経営安定資金受注減型 （②と合算） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 80,000 あり 担　保：必要に応じ 県

②経営安定資金連倒型 （①と合算） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 あり 担　保：必要に応じ 県

③借換枠（一般） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 あり 担　保：原則不要 県

④新型コロナウイルス感染症対策枠 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.40％）

〃 あり 担　保：必要に応じ 県

⑤原油・原材料等価格高騰対策枠 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.40％）

秋田県セーフティネット保証制度 80,000 あり 担　保：必要に応じ

①経営安定資金受注減型 （②と合算） （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 80,000 あり 担　保：必要に応じ 県

②経営安定資金連倒型 （①と合算） （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.50%超の部分）

〃 50,000 あり 担　保：必要に応じ

③経営安定資金金融破綻型 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

④借換枠（一般） （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 0.88 あり 担　保：原則不要 県

⑤新型コロナウイルス感染症対策枠 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.1％）

担　保：必要に応じ

保証人：原則法人代表者のみ

担　保：必要に応じ

保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 あり 担　保：必要に応じ

緊急経営支援資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

0.88 あり 担　保：必要に応じ

又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

50,000 1.23 あり 担　保：原則必要

組合  100,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

海外 200,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

投資 組合  400,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県新事業展開資金融資保証制度 あり 担　保：必要に応じ 県

①事業革新資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ (0.60%超の部分）

〃 あり 担　保：必要に応じ

②事業革新資金賃金水準向上枠 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県セーフティネット新事業支援保証制度 あり 担　保：必要に応じ 県

事業革新資金 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.70%超の部分）

〃 あり 担　保：必要に応じ

②事業革新資金賃金水準向上枠 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県経営安定資金融資保証制度 商工会議所、商工会連合会等から推薦を受けたもの 運転・設備 50,000 あり 担　保：必要に応じ 県

特別改善枠 中小企業活性化協議会から推薦を受けたもの 運転・設備 80,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

秋田県セーフティネット保証制度 商工会議所、商工会連合会等から推薦を受けたもの 運転・設備 50,000 あり 担　保：必要に応じ

特別改善枠 中小企業活性化協議会から推薦を受けたもの 運転・設備 80,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

担保又は
保証人の徴求

備 考

借入金 損失補償
補給金

その他
種 類 （ 制 度 名 ） 対 象 資金使途

保証限度額
（千円）

保証期間
保証料率（年率%）

　　普　通　保　証 県内で事業を営む中小企業者 運転・設備 1.90～0.45

災害

激甚災害復旧融資保証制度 激甚災害の指定を受けた地域の罹災中小企業者 運転・設備 10年 0.88

県

　〃 令和５年７月１４日からの大雨災害によって直接又は間接的被害を受けた中
小企業者

運転・設備 30,000 10年 1.90～0.45 県

秋田県中小企業振興資金融資保証制度
災害によって事務所等が罹災した中小企業者 運転・設備 30,000 10年 1.90～0.45

取扱期間：令和5年8
月1日～12月29日

経

営

安

定

関

連

経営安定関連融資保証制度 保険法に基づく経営安定関連の要件を具備する中小企業者 運転・設備 10年

売上の減少等、業況悪化につき商工会等の認定を受けた中小企業 運転･設備 10年 1.90～0.45

中小企業振興資金災害復旧資金、セーフティネット資金緊急経済対策枠等
の残高があり、適切な事業計画を有している中小企業者

運転･設備 280,000 10年 1.90～0.45

県

倒産企業に対して売掛債権等を50万円以上有するもの 運転・設備 10年 1.90～0.45 県

原油・原材料等の価格高騰の影響を受けているにもかかわらず、価格転嫁で
きていない中小企業者

運転･設備 40,000 10年 1.90～0.45 県

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上減少等により経営の安定に支
障を来している中小企業者

運転･設備 80,000 10年 1.90～0.45 県

売上の減少等、業況悪化につき商工会等の認定を受けた中小企業 運転･設備 10年 0.88

倒産企業に対して売掛債権等を50万円以上有するもの 運転・設備 10年 0.88

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上減少等により経営の安定に支
障を来している中小企業者

運転･設備 80,000 10年

破綻金融機関等と取引のあるもの 運転・設備 10年 0.88

中小企業振興資金災害復旧資金またはセーフティネット資金緊急経済対策
枠等の残高があり、適切な事業計画を有している中小企業者

運転･設備 280,000 10年 0.88

なし 連合会伴走支援型特別保証制度
新型コロナウイルス感染症等の影響を受け、経営行動に係る計画を策定した
中小企業者

運転・設備 100,000
10年

一括返済の場合　１年
2.40～0.45

なし 連合会秋田県伴走支援型特別保証制度
新型コロナウイルス感染症等の影響を受け、経営行動に係る計画を策定した
中小企業者

運転・設備 100,000
10年

一括返済の場合　１年
2.40～0.45

北秋田市ほか
２制度

公害
防止

公害防止融資保証制度 公害防止保険の要件を具備する中小企業者 運転・設備 7年

市

市町村中小企業振興資金保証制度
各市町村で事業を行うもので、新型コロナウイルスの影響を受け、売上減少
等により経営の安定に支障を来している中小企業者

運転･設備 10,000～20,000 10年 市

倒産事業者との取引が全取引額の20％以上ある等で経営に支障が生じてい
る中小企業

運転･設備 30,000 10年 1.90～0.45

危機
関連

危機関連保証 危機関連保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備 10年 0.80

秋田県危機関連融資保証制度 県内で事業を営むもので、危機関連保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備 80,000 10年 0.70 県

秋田市危機関連融資保証制度
市税を完納している者で１年以上秋田市内に住所及び事業所を有し、危機
関連保険の要件を具備する中小企業者

運転･設備 30,000 10年 0.80 市

市

海外投資関係資金融資保証制度 海外投資関係保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備 10年 県

市町村中小企業振興資金保証制度 各市町村で事業を行うもので、危機関連保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備 10,000～20,000 10年 0.80

10年 1.90～0.45 県

中小企業等経営強化法の要件を具備する等で商工会等から認定を受けた
中小企業等

運転･設備 200,000 10年 1.90～0.45

にかほ市ほか
1制度

12年 1.90～0.45 県

12年 0.88

0.88 県

体
質
強
化

事業
転換

事業転換・多角化、新市場進出、海外進出により事業展開を図ろうとする者
で商工会等から認定を受け、かつ賃金水準向上計画を策定している中小企
業

運転･設備 200,000 10年

県

中小企業等経営強化法の要件を具備する等で商工会等から認定を受けた
中小企業者等

運転･設備 200,000 10年 0.88

県

事業転換・多角化、新市場進出、海外進出により事業展開を図ろうとする者
で商工会等から認定を受け、かつ賃金水準向上計画を策定している中小企
業

運転･設備 200,000
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割引料率
の適用 保証料 保険料

担保又は
保証人の徴求
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借入金 損失補償
補給金

その他
種 類 （ 制 度 名 ） 対 象 資金使途

保証限度額
（千円）

保証期間
保証料率（年率%）

新事業開拓資金融資保証制度 200,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

新事業開拓保証 組合 　 400,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 300,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

特定新技術事業活動関連保証 組合 　 600,000 設備 7年 （1）（2） 保証人：必要に応じ

〃 300,000 運転 5年 1.23 あり 担　保：必要に応じ

経営革新関連保証 組合 　 600,000 設備 7年 又は1.07 （1）（2） 保証人：必要に応じ

〃 300,000 運転 5年 1.23 あり 担　保：必要に応じ

組合  　600,000 設備 7年 又は1.07 （1）（2） 保証人：必要に応じ

〃 300,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

組合  　600,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

200,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

組合　  400,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県再生可能エネルギー関連融資保証制度 あり 担　保：必要に応じ

再生可能エネルギー設備資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 　 あり 担　保：必要に応じ

再生可能エネルギー産業参入支援資金 　 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

企業 異なる二者以上の中小企業者等が連携して商品開発等を行う あり 担　保：必要に応じ 県

連携 など、一定の要件を具備する中小企業者 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.60%超の部分）

当座 あり 担　保：5千万円超原則必要

貸越 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

業歴1年以上、従業員20人以下(商業・サービス業5人以下)、 あり 担　保：原則不要

最近2年間の決算で一定の要件を具備する小規模業者 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

労働力 280,000 0.99 あり 担　保：必要に応じ

確　保 組合　  480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

中小小売商業関連保証制度 280,000 0.99 あり 担　保：必要に応じ

小売 中小小売商業関連保証 組合 　 480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

商業 〃 1.34 あり 担　保：必要に応じ

商店街整備等支援関連保証 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

中堅 運転 5年 無担保 0.65 担　保：1億超要

企業 設備 7年 有担保 0.75 保証人：原則法人代表者のみ

創業関連保証制度 35,000 あり 担　保：不要

①創業関連保証 （②と合算） （1） 保証人：法人代表者のみ

〃 35,000 あり 担　保：不要

②再挑戦支援保証 （①と合算） （1） 保証人：法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：不要

（1） 保証人：不要

あり 担　保：必要

（１）（２） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県創業支援資金融資保証制度 あり 担　保：不要 県

①創業支援資金 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.18%）

〃 あり 担　保：不要

②創業支援資金女性・若者支援枠 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

新分野進出資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：不要 県

①スタートアップ創出促進保証 （1） 保証人：不要 （0.18%）

あり 担　保：不要 県

②スタートアップ創出促進保証女性・若者支援枠 （1） 保証人：不要 （0.58%）

あり 担　保：不要

（1） 保証人：不要

あり 担　保：不要

（1） 保証人：不要

あり 担　保：不要 町

（1） 保証人：不要 （0.88%）

市町村中小企業創業資金保証制度 あり 担　保：不要

①創業関連保証 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：不要 市

②スタートアップ創出促進保証 （1） 保証人：不要 （0.88％～1.08％）

1.44～1.07

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者 運転･設備

経営力向上関連保証
中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者 運転･設備

新

事

業

開

拓

新事業開拓保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備 15年

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法の要件を具備する中小企
業者

運転･設備

供給確保関連保証

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法の
要件を具備する中小企業者

運転･設備 10年

1.07 県

再生可能エネルギーに係る発電設備を設置又は同設備に関する事業を行う
中小企業者

運転･設備 280,000 15年 1.90～0.45 県

エ

ネ

ル

ギ

ー

エネルギー対策保証制度 エネルギー対策保険の要件を具備する中小企業者 設備 10年

再生可能エネルギーに係る発電設備を設置し、主として発電事業を行う中小
企業者

設備 200,000 15年

当座貸越（貸付専用型）根保証制度
業歴3年以上、与信取引6ヶ月以上、ＣＲＤスコアリングが基準以上等の要件
を具備する中小企業者

運転･設備 280,000 2年 1.62～0.39

県

秋田県中小企業連携支援融資保証制度 運転･設備 50,000 10年 1.90～0.45 県

1.62～0.39

小規模企業者カードローン当座貸越根保証制度 運転･設備 3,000 2年 1.62～0.39

カード
ローン

事業者カードローン当座貸越根保証制度
業歴3年以上、与信取引6ヶ月以上、ＣＲＤスコアリングが基準以上等の要件
を具備する中小企業者

運転･設備 20,000 2年

中小小売商業者の近代化を支援する公益法人 設備 280,000 10年

中堅企業特別保証制度 破綻金融機関等と取引のある中堅企業 運転･設備 500,000

労働力確保関連保証制度 労働力確保法の要件を具備する中小企業者 運転･設備 10年

中小小売商業振興法の要件を具備する中小企業者 設備 10年

なし

産業競争力強化法に定める創業者 運転・設備 10年 0.88

産業競争力強化法に定める再挑戦者 運転・設備 10年 0.88

20年 1.90～0.45

スタートアップ創出促進保証制度 産業競争力強化法に定める創業者 運転・設備 35,000 10年 1.08

連携創業支援等関連保証制度
産業競争力強化法に定める認定連携創業支援事業を実施する一般社団法
人等

運転・設備 280,000 10年 1.15

10年 0.88 県

県内で新たに事業をおこなおうとするもの 運転･設備 35,000 10年 0.88

市

秋田県スタートアップ創出促進資金「スリーＳ保証」制度
県内で新たに事業をおこなおうとするもの 運転･設備 35,000 10年 1.08

秋田市中小企業振興資金保証制度
秋田市で新たに分社化しようとする中小企業者 設備 10,000 10年 1.90～0.45

1.08 市

秋田市無担保無保証人保証制度 秋田市に主たる事業所を有するもので、産業競争力強化法に定める創業者 運転･設備 5,000 10年 1.08

　〃
県内で新たに事業をおこなおうとするもので、女性及び35歳未満のもの 運転･設備 25,000 10年 1.08

秋田市ほか
16制度

各市町村で事業を行うもので、産業競争力強化法に定める創業者 運転･設備 10,000 10年 1.08
横手市ほか

7制度

各市町村で事業を行うもので、産業競争力強化法に定める創業者 運転･設備 10,000～20,000 10年 0.88 市

三種町中小企業スタートアップ創出促進資金保証制度 三種町で事業を行うもので、産業競争力強化法に定める創業者 運転･設備 20,000

創

業

県内で新たに事業をおこなおうとするもので、女性及び35歳未満のもの 運転･設備 25,000

創業者不動産取得支援保証制度 事業開始後１年未満の県内中小企業者 運転・設備 100,000

10年 1.08

市

大館市中小企業スタートアップ創出促進資金保証制度 大館市で事業を行うもので、産業競争力強化法に定める創業者 運転･設備 10,000 10年
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新事業開拓資金融資保証制度 200,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

新事業開拓保証 組合 　 400,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 300,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

特定新技術事業活動関連保証 組合 　 600,000 設備 7年 （1）（2） 保証人：必要に応じ

〃 300,000 運転 5年 1.23 あり 担　保：必要に応じ

経営革新関連保証 組合 　 600,000 設備 7年 又は1.07 （1）（2） 保証人：必要に応じ

〃 300,000 運転 5年 1.23 あり 担　保：必要に応じ

組合  　600,000 設備 7年 又は1.07 （1）（2） 保証人：必要に応じ

〃 300,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

組合  　600,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

200,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

組合　  400,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県再生可能エネルギー関連融資保証制度 あり 担　保：必要に応じ

再生可能エネルギー設備資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 　 あり 担　保：必要に応じ

再生可能エネルギー産業参入支援資金 　 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

企業 異なる二者以上の中小企業者等が連携して商品開発等を行う あり 担　保：必要に応じ 県

連携 など、一定の要件を具備する中小企業者 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.60%超の部分）

当座 あり 担　保：5千万円超原則必要

貸越 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

業歴1年以上、従業員20人以下(商業・サービス業5人以下)、 あり 担　保：原則不要

最近2年間の決算で一定の要件を具備する小規模業者 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

労働力 280,000 0.99 あり 担　保：必要に応じ

確　保 組合　  480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

中小小売商業関連保証制度 280,000 0.99 あり 担　保：必要に応じ

小売 中小小売商業関連保証 組合 　 480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

商業 〃 1.34 あり 担　保：必要に応じ

商店街整備等支援関連保証 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

中堅 運転 5年 無担保 0.65 担　保：1億超要

企業 設備 7年 有担保 0.75 保証人：原則法人代表者のみ

創業関連保証制度 35,000 あり 担　保：不要

①創業関連保証 （②と合算） （1） 保証人：法人代表者のみ

〃 35,000 あり 担　保：不要

②再挑戦支援保証 （①と合算） （1） 保証人：法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：不要

（1） 保証人：不要

あり 担　保：必要

（１）（２） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県創業支援資金融資保証制度 あり 担　保：不要 県

①創業支援資金 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.18%）

〃 あり 担　保：不要

②創業支援資金女性・若者支援枠 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

新分野進出資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：不要 県

①スタートアップ創出促進保証 （1） 保証人：不要 （0.18%）

あり 担　保：不要 県

②スタートアップ創出促進保証女性・若者支援枠 （1） 保証人：不要 （0.58%）

あり 担　保：不要

（1） 保証人：不要

あり 担　保：不要

（1） 保証人：不要

あり 担　保：不要 町

（1） 保証人：不要 （0.88%）

市町村中小企業創業資金保証制度 あり 担　保：不要

①創業関連保証 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：不要 市

②スタートアップ創出促進保証 （1） 保証人：不要 （0.88％～1.08％）

1.44～1.07

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者 運転･設備

経営力向上関連保証
中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者 運転･設備

新

事

業

開

拓

新事業開拓保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備 15年

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法の要件を具備する中小企
業者

運転･設備

供給確保関連保証

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法の
要件を具備する中小企業者

運転･設備 10年

1.07 県

再生可能エネルギーに係る発電設備を設置又は同設備に関する事業を行う
中小企業者

運転･設備 280,000 15年 1.90～0.45 県

エ

ネ

ル

ギ

ー

エネルギー対策保証制度 エネルギー対策保険の要件を具備する中小企業者 設備 10年

再生可能エネルギーに係る発電設備を設置し、主として発電事業を行う中小
企業者

設備 200,000 15年

当座貸越（貸付専用型）根保証制度
業歴3年以上、与信取引6ヶ月以上、ＣＲＤスコアリングが基準以上等の要件
を具備する中小企業者

運転･設備 280,000 2年 1.62～0.39

県

秋田県中小企業連携支援融資保証制度 運転･設備 50,000 10年 1.90～0.45 県

1.62～0.39

小規模企業者カードローン当座貸越根保証制度 運転･設備 3,000 2年 1.62～0.39

カード
ローン

事業者カードローン当座貸越根保証制度
業歴3年以上、与信取引6ヶ月以上、ＣＲＤスコアリングが基準以上等の要件
を具備する中小企業者

運転･設備 20,000 2年

中小小売商業者の近代化を支援する公益法人 設備 280,000 10年

中堅企業特別保証制度 破綻金融機関等と取引のある中堅企業 運転･設備 500,000

労働力確保関連保証制度 労働力確保法の要件を具備する中小企業者 運転･設備 10年

中小小売商業振興法の要件を具備する中小企業者 設備 10年

なし

産業競争力強化法に定める創業者 運転・設備 10年 0.88

産業競争力強化法に定める再挑戦者 運転・設備 10年 0.88

20年 1.90～0.45

スタートアップ創出促進保証制度 産業競争力強化法に定める創業者 運転・設備 35,000 10年 1.08

連携創業支援等関連保証制度
産業競争力強化法に定める認定連携創業支援事業を実施する一般社団法
人等

運転・設備 280,000 10年 1.15

10年 0.88 県

県内で新たに事業をおこなおうとするもの 運転･設備 35,000 10年 0.88

市

秋田県スタートアップ創出促進資金「スリーＳ保証」制度
県内で新たに事業をおこなおうとするもの 運転･設備 35,000 10年 1.08

秋田市中小企業振興資金保証制度
秋田市で新たに分社化しようとする中小企業者 設備 10,000 10年 1.90～0.45

1.08 市

秋田市無担保無保証人保証制度 秋田市に主たる事業所を有するもので、産業競争力強化法に定める創業者 運転･設備 5,000 10年 1.08

　〃
県内で新たに事業をおこなおうとするもので、女性及び35歳未満のもの 運転･設備 25,000 10年 1.08

秋田市ほか
16制度

各市町村で事業を行うもので、産業競争力強化法に定める創業者 運転･設備 10,000 10年 1.08
横手市ほか

7制度

各市町村で事業を行うもので、産業競争力強化法に定める創業者 運転･設備 10,000～20,000 10年 0.88 市

三種町中小企業スタートアップ創出促進資金保証制度 三種町で事業を行うもので、産業競争力強化法に定める創業者 運転･設備 20,000

創

業

県内で新たに事業をおこなおうとするもので、女性及び35歳未満のもの 運転･設備 25,000

創業者不動産取得支援保証制度 事業開始後１年未満の県内中小企業者 運転・設備 100,000

10年 1.08

市

大館市中小企業スタートアップ創出促進資金保証制度 大館市で事業を行うもので、産業競争力強化法に定める創業者 運転･設備 10,000 10年
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割引料率
の適用 保証料 保険料

担保又は
保証人の徴求

備 考

借入金 損失補償
補給金

その他
種 類 （ 制 度 名 ） 対 象 資金使途

保証限度額
（千円）

保証期間
保証料率（年率%）

あり 担　保：不要

（1） 保証人：法人代表者のみ

あり 担　保：不要

（1） 保証人：法人代表者のみ

あり 担　保：不要

（1） 保証人：法人代表者のみ

10,000 あり 担　保：不要

①創業関連保証 （②と合算） （1） 保証人：法人代表者のみ

〃 10,000 あり 担　保：不要

　 ②スタートアップ創出促進保証 （①と合算） （1） 保証人：不要

200,000 あり 担　保：流動資産

（80％の割合保証） （1） 保証人：不要

100,000 あり 担　保：流動資産

流動資産担保資金 （80％の割合保証） （1） 保証人：不要

280,000 運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

200,000 あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000

組合　 480,000 3年

（80％の割合保証）

280,000 0.80 あり 担　保：必要に応じ

組合　 480,000 又は1.0 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 担　保：必要に応じ

組合　 480,000 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 担　保：必要に応じ

組合　 480,000 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県再建企業特別融資保証 あり 担　保：必要に応じ 県

事業再生資金 （2） 保証人：原則法人代表者のみ （1.20%超の部分）

〃 あり 担　保：原則不要 県

再起支援資金 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.18%）

一括 1,000,000 あり 担　保：必要に応じ

支払 （70％の割合保証） （2） 保証人：不要

一般　20,000 一般 5年 1.90～0.60 あり 担　保：必要に応じ

小口   5,000 小口 10年 2.20～0.70 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：不要

（1） 保証人：不要

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県中小企業振興資金融資保証制度 運転 7年 あり 担　保：必要に応じ 県

小規模事業振興資金 設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.45又は0.50%超の部分）

運転 7年 あり 担　保：原則不要 県

設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.50%超の部分）

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 50,000 あり 担　保：必要に応じ

設備近代化資金 組合 　 100,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

商店街空き店舗等利用資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

商業施設整備資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ  

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転・設備 1年

2.20

事業再生円滑化関連保証
特定認証紛争解決事業者、中小企業活性化協議会等の関与する私的整理
手続き中の中小企業者

運転・設備 1.76
あり
(1)

0.68

事

業

再

生

特定中小企業再生支援関連保証制度
産業競争力強化法に基づき、経済産業大臣から認定支援機関とされた商工
会等

運転・設備 1.07

事業再生保証制度
法的な再建手続を行う中小企業者であって、事業の再建に合理的な見通し
が認められるもの

運転・設備 10年

流動
資産

流動資産担保融資保証制度 在庫、売掛債権等の流動資産を担保として活用する中小企業者 運転・設備 1年 0.68

秋田県中小企業振興資金保証制度
在庫、売掛債権等の流動資産を担保として活用する中小企業者

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

事業再生計画実施関連保証 認定支援機関の支援のもと事業再生を行う中小企業者 運転・設備 15年

事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）
新型コロナウイルス感染症の影響等により業況が悪化する中、認定支援機関
の支援のもと事業再生を行う中小企業者

運転・設備
15年

一括返済の場合　１年
0.80～1.20 なし 連合会

秋田県事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）
新型コロナウイルス感染症の影響等により業況が悪化する中、認定支援機関
の支援のもと事業再生を行う中小企業者

運転・設備
15年

一括返済の場合　１年
0.80～1.20 なし 一部県 連合会

産業競争力強化法に定める再挑戦者 運転･設備 35,000 10年 0.88

法的な再建手続を行う中小企業者であって、事業の再建に合理的な見通し
が認められるもの

運転 100,000 1年 2.20 県

一括支払契約保証制度 一括決済方式による資金調達を行う中小企業者 運転 1年 2.20～0.50

予約 予約保証制度 業歴等国の定める一定の要件に合致する中小企業者 運転･設備

小

口

無担保無保証人小口資金保証制度 特別小口保険の要件を具備する小規模企業者 運転･設備 20,000 7年

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）の小規模企業者 運転･設備 20,000

市町村中小企業振興資金保証制度

1.90～0.45

秋田県小口零細企業保証制度
従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）で、保証付融資残高の合計が
20,000千円以内となる小規模企業者

運転・設備 20,000 2.20～0.50

0.88

小口零細企業保証制度
従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）で、保証付融資残高の合計が
20,000千円以内となる小規模企業者

運転・設備 20,000 10年 2.20～0.50

市町村
秋田市ほか

24制度

市町村小口零細企業保証制度
従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）で、保証付融資残高の合計が
20,000千円以内となる小規模企業者

運転･設備 5,000～20,000 7年～10年 2.20～0.50 市町村
秋田市ほか

21制度

当該市町村で1年以上の営業実績があり市町村民税を完納している中小企
業者

運転･設備 5,000～30,000 7年～15年 1.90～0.45

市

空店舗の活用を行う中小企業者 設備 50,000 10年 1.90～0.45 市

設

備

店舗近代化を行う中小企業者 設備 10年 1.90～0.45

共同施設設置事業等を行う組合等 設備 組合　　500,000 15年

由利本荘市中小企業振興資金特例保証制度 由利本荘市で1年以上事業を営み、市税を完納している中小企業者 設備 10,000 10年 1.90～0.45

1.90～0.45 市

大館市中小企業機械類設備資金融資保証制度 大館市で1年以上事業を営み、市税を完納している中小企業者 設備 5,000 5年 1.90～0.45 市

市

北都銀行及び当協会の計画策定支援や創業後の経営指導を受けられる女
性、満30歳未満の若者、満50歳以上のシニア又は移住後５年以内の方で、
産業競争力強化法に定める創業者

運転・設備 10,000 10年 0.58

10年 0.58＜あきぎん＞女性創業者応援ローン「Ｂｉｚ こまち」保証
秋田銀行及び当協会の計画策定支援や創業後の経営指導を受けられる女
性で、産業競争力強化法に定める創業者

運転・設備 10,000

創

業

       「ほくと創業サポートローン」保証

＜北都＞女性・若者・シニア創業者応援ローン

羽後信用金庫と当協会の何れかまたは双方から計画策定支援や創業後の
経営支援を受ける意思のある産業競争力強化法に定める創業者

運転・設備 10年 0.78

うごしん創業ローン保証制度 羽後信用金庫と当協会の何れかまたは双方から計画策定支援や創業後の
経営支援を受ける意思のある産業競争力強化法に定める創業者

運転・設備 10年 0.58

あきしん創業ローン保証制度
秋田信用金庫と当協会の何れかまたは双方から計画策定支援や創業後の
経営支援を受ける意思のある産業競争力強化法に定める創業者

運転・設備 10,000 10年 0.58
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割引料率
の適用 保証料 保険料

担保又は
保証人の徴求
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借入金 損失補償
補給金
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種 類 （ 制 度 名 ） 対 象 資金使途

保証限度額
（千円）

保証期間
保証料率（年率%）

あり 担　保：不要

（1） 保証人：法人代表者のみ

あり 担　保：不要

（1） 保証人：法人代表者のみ

あり 担　保：不要

（1） 保証人：法人代表者のみ

10,000 あり 担　保：不要

①創業関連保証 （②と合算） （1） 保証人：法人代表者のみ

〃 10,000 あり 担　保：不要

　 ②スタートアップ創出促進保証 （①と合算） （1） 保証人：不要

200,000 あり 担　保：流動資産

（80％の割合保証） （1） 保証人：不要

100,000 あり 担　保：流動資産

流動資産担保資金 （80％の割合保証） （1） 保証人：不要

280,000 運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

200,000 あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000

組合　 480,000 3年

（80％の割合保証）

280,000 0.80 あり 担　保：必要に応じ

組合　 480,000 又は1.0 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 担　保：必要に応じ

組合　 480,000 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 担　保：必要に応じ

組合　 480,000 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県再建企業特別融資保証 あり 担　保：必要に応じ 県

事業再生資金 （2） 保証人：原則法人代表者のみ （1.20%超の部分）

〃 あり 担　保：原則不要 県

再起支援資金 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.18%）

一括 1,000,000 あり 担　保：必要に応じ

支払 （70％の割合保証） （2） 保証人：不要

一般　20,000 一般 5年 1.90～0.60 あり 担　保：必要に応じ

小口   5,000 小口 10年 2.20～0.70 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：不要

（1） 保証人：不要

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県中小企業振興資金融資保証制度 運転 7年 あり 担　保：必要に応じ 県

小規模事業振興資金 設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.45又は0.50%超の部分）

運転 7年 あり 担　保：原則不要 県

設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.50%超の部分）

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 50,000 あり 担　保：必要に応じ

設備近代化資金 組合 　 100,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

商店街空き店舗等利用資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

商業施設整備資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ  

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転・設備 1年

2.20

事業再生円滑化関連保証
特定認証紛争解決事業者、中小企業活性化協議会等の関与する私的整理
手続き中の中小企業者

運転・設備 1.76
あり
(1)

0.68

事

業

再

生

特定中小企業再生支援関連保証制度
産業競争力強化法に基づき、経済産業大臣から認定支援機関とされた商工
会等

運転・設備 1.07

事業再生保証制度
法的な再建手続を行う中小企業者であって、事業の再建に合理的な見通し
が認められるもの

運転・設備 10年

流動
資産

流動資産担保融資保証制度 在庫、売掛債権等の流動資産を担保として活用する中小企業者 運転・設備 1年 0.68

秋田県中小企業振興資金保証制度
在庫、売掛債権等の流動資産を担保として活用する中小企業者

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

事業再生計画実施関連保証 認定支援機関の支援のもと事業再生を行う中小企業者 運転・設備 15年

事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）
新型コロナウイルス感染症の影響等により業況が悪化する中、認定支援機関
の支援のもと事業再生を行う中小企業者

運転・設備
15年

一括返済の場合　１年
0.80～1.20 なし 連合会

秋田県事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）
新型コロナウイルス感染症の影響等により業況が悪化する中、認定支援機関
の支援のもと事業再生を行う中小企業者

運転・設備
15年

一括返済の場合　１年
0.80～1.20 なし 一部県 連合会

産業競争力強化法に定める再挑戦者 運転･設備 35,000 10年 0.88

法的な再建手続を行う中小企業者であって、事業の再建に合理的な見通し
が認められるもの

運転 100,000 1年 2.20 県

一括支払契約保証制度 一括決済方式による資金調達を行う中小企業者 運転 1年 2.20～0.50

予約 予約保証制度 業歴等国の定める一定の要件に合致する中小企業者 運転･設備

小

口

無担保無保証人小口資金保証制度 特別小口保険の要件を具備する小規模企業者 運転･設備 20,000 7年

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）の小規模企業者 運転･設備 20,000

市町村中小企業振興資金保証制度

1.90～0.45

秋田県小口零細企業保証制度
従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）で、保証付融資残高の合計が
20,000千円以内となる小規模企業者

運転・設備 20,000 2.20～0.50

0.88

小口零細企業保証制度
従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）で、保証付融資残高の合計が
20,000千円以内となる小規模企業者

運転・設備 20,000 10年 2.20～0.50

市町村
秋田市ほか

24制度

市町村小口零細企業保証制度
従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）で、保証付融資残高の合計が
20,000千円以内となる小規模企業者

運転･設備 5,000～20,000 7年～10年 2.20～0.50 市町村
秋田市ほか

21制度

当該市町村で1年以上の営業実績があり市町村民税を完納している中小企
業者

運転･設備 5,000～30,000 7年～15年 1.90～0.45

市

空店舗の活用を行う中小企業者 設備 50,000 10年 1.90～0.45 市

設

備

店舗近代化を行う中小企業者 設備 10年 1.90～0.45

共同施設設置事業等を行う組合等 設備 組合　　500,000 15年

由利本荘市中小企業振興資金特例保証制度 由利本荘市で1年以上事業を営み、市税を完納している中小企業者 設備 10,000 10年 1.90～0.45

1.90～0.45 市

大館市中小企業機械類設備資金融資保証制度 大館市で1年以上事業を営み、市税を完納している中小企業者 設備 5,000 5年 1.90～0.45 市

市

北都銀行及び当協会の計画策定支援や創業後の経営指導を受けられる女
性、満30歳未満の若者、満50歳以上のシニア又は移住後５年以内の方で、
産業競争力強化法に定める創業者

運転・設備 10,000 10年 0.58

10年 0.58＜あきぎん＞女性創業者応援ローン「Ｂｉｚ こまち」保証
秋田銀行及び当協会の計画策定支援や創業後の経営指導を受けられる女
性で、産業競争力強化法に定める創業者

運転・設備 10,000

創

業

       「ほくと創業サポートローン」保証

＜北都＞女性・若者・シニア創業者応援ローン

羽後信用金庫と当協会の何れかまたは双方から計画策定支援や創業後の
経営支援を受ける意思のある産業競争力強化法に定める創業者

運転・設備 10年 0.78

うごしん創業ローン保証制度 羽後信用金庫と当協会の何れかまたは双方から計画策定支援や創業後の
経営支援を受ける意思のある産業競争力強化法に定める創業者

運転・設備 10年 0.58

あきしん創業ローン保証制度
秋田信用金庫と当協会の何れかまたは双方から計画策定支援や創業後の
経営支援を受ける意思のある産業競争力強化法に定める創業者

運転・設備 10,000 10年 0.58

− 16−



割引料率
の適用 保証料 保険料

担保又は
保証人の徴求

備 考

借入金 損失補償
補給金

その他
種 類 （ 制 度 名 ） 対 象 資金使途

保証限度額
（千円）

保証期間
保証料率（年率%）

運転 5～15年 あり 担　保：必要に応じ

設備 5～20年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

135,000 あり 担　保：必要に応じ

組合 　 255,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県中小企業振興資金融資保証制度 100,000 運転 7年 あり 担　保：必要に応じ 県

①一般資金固定金利型 （②、③、④と合算） 設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 100,000 運転 10年 あり 担　保：必要に応じ 県

②一般資金変動金利型 （①、③、④と合算） 設備 15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃
運転 7年

設備 10年

（最大0.30％）

〃 運転 10年

設備 15年

（最大0.30％）

1.80～0.35 あり 担　保：必要に応じ

又は0.78 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

880,000 運転 5年 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合　1,680,000 設備 7年 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

880,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

組合　1,680,000 設備 7年 （1） 保証人：必要に応じ

中心市街地活性化関連保証制度 280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

　　　 中心市街地商業等活性化関連保証 組合　  480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

　 〃 0.88 あり 担　保：必要に応じ

　　 中心市街地商業等活性化支援関連保証 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中心市街地出店促進資金保証 50,000 あり 担　保：必要に応じ

設備近代化資金 組合　  100,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

空き店舗利用資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 担　保：必要に応じ

ｾｰﾌﾃｨ6号認定の場合 保証人：原則法人代表者のみ

380,000

組合  　480,000

(概ね) 運転　10年 あり 担　保：必要に応じ

設備　15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 担　保：必要に応じ

ｾｰﾌﾃｨ6号認定の場合 保証人：原則法人代表者のみ

380,000

組合 　 480,000

(概ね) 運転　10年 あり 担　保：必要に応じ

設備　15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

300,000 1.35 あり 担　保：必要に応じ

組合　　600,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：必要に応じ

あり

1.07

280,000 1.35 あり 担　保：必要に応じ

 組合　　480,000 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

200,000 あり 担　保：必要に応じ

（80％の割合保証） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

3年以上 1.90～0.45

県内で1年以上事業を営む中小企業者 運転･設備 1.90～0.45

県内で1年以上事業を営む中小企業者 運転･設備 1.90～0.45

業歴3年以上、与信取引1年以上、最近2年間の決算で利益計上、債務超過
でない等の用件後具備する中小企業者

運転･設備 200,000 1.90～0.45

県内で1年以上事業を営む中小企業者 運転･設備

季節 季節資金保証制度 県内で1年以上事業を営む中小企業者 運転 30,000

長

期

長期経営資金保証制度

長期安定資金保証制度

県

③一般資金ＳＤＧｓ推進枠固定金利型

県内で1年以上事業を営んでおり、健康経営優良法人（経済産業省認定）、
ユースエール、えるぼし、プラチナえるぼし、くるみん、プラチナくるみん、（い
ずれも厚生労働省認定）、秋田県ＳＤＧｓパートナー制度、秋田県版健康経
営優良法人、秋田県えるぼしチャレンジ企業認定法人、秋田県女性の活躍
推進企業表彰、秋田県子ども・子育て支援知事表彰、秋田県介護サービス
事業所認証評価制度（いずれも秋田県認定）のいずれかを取得している中
小企業者

運転･設備
100,000

（①、②、③と合算）
1.90～0.45

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

県

④一般資金ＳＤＧｓ推進枠変動金利型

県内で1年以上事業を営んでおり、健康経営優良法人（経済産業省認定）、
ユースエール、えるぼし、プラチナえるぼし、くるみん、プラチナくるみん、（い
ずれも厚生労働省認定）、秋田県ＳＤＧｓパートナー制度、秋田県版健康経
営優良法人、秋田県えるぼしチャレンジ企業認定法人、秋田県女性の活躍
推進企業表彰、秋田県子ども・子育て支援知事表彰、秋田県介護サービス
事業所認証評価制度（いずれも秋田県認定）のいずれかを取得している中
小企業者

運転･設備
100,000

（①、②、④と合算）
1.90～0.45

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

1年 1.90～0.45

中小企業等経営強化法の要件を具備する特定事業者 運転･設備

中小企業等経営強化法の要件を具備する特定事業者 運転・設備 1.23～0.76

経営相談付長期設備資金保証
県内で1年以上事業を営む中小企業者であって、専門家による経営相談を
受けられる者

運転･設備 20,000～280,000 20年

市

秋田市中心市街地活性化基本計画の区域内の空き店舗を利用して出店す
る県内中小企業者

設備 50,000 10年 1.90～0.45 市

中心市街地整備改善活性化法の要件を具備する中小企業者 運転･設備 15年

中心市街地整備改善活性化法の要件を具備する特定会社、公益法人 運転･設備 560,000 15年

1.90～0.45

一般保証の枠内 1.90～0.45

経営安定関連保証、中小企業金融安定化特別保証を経営安定関連保証に
より借換するもの

運転・設備 10年
2.20～0.50

又は
1.90～0.45

秋田市中心市街地活性化基本計画の区域内に出店、又は同区域内の店舗
を新築若しくは改築する県内中小企業者

設備 10年 1.90～0.45

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ（2）

返済条件の緩和を行っている保証付き借入金の全部または一部について借
換えするもの

運転・設備 一般保証の枠内 15年 1.90～0.45

周辺地域整備関連保証制度 発電用施設周辺整備法の要件を具備する中小企業者 運転･設備 10年

借換保証制度

景気対応緊急保証等を経営安定関連保証により借換するもの 運転・設備 10年
2.20～0.50

又は
1.90～0.45

あり
（1） （既往借換のみの場合、既往分に比し中

小企業者に不利にならないもの）

景気対応緊急保証等を一般保証により借換するもの 運転・設備

あり
（1） （既往借換のみの場合、既往分に比し中

小企業者に不利にならないもの）

経営安定関連保証、中小企業金融安定化特別保証を一般保証により借換
するもの

運転・設備

あり
（2）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

商店街活性化促進事業関連保証制度
商店街活性化促進事業の実施に関する計画に記載された事業のうち、特に
事業資金の融通の円滑化が必要な事業を行い、又は行おうとするものとして
市町村の長の認定を受けた中小企業者

運転・設備 　　　　　10年 0.76
あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

技術等情報漏えい防止措置関連保証制度
産業競争力強化法の規定に基づき技術等情報漏えい防止措置認証業務を
行うものとして、主務大臣の認定を受けた一般社団法人又は一般財団法人
であって、中小企業信用保険法上の中小企業者と認められるもの

運転・設備 280,000 　　　　　10年 1.07

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

先端設備等導入関連保証制度
生産性向上特別措置法の規定に基づき経済産業大臣の認定を受けた先端
設備等導入計画に従って先端設備等導入を行うための措置を行う中小企業
者

運転・設備 　　　　　10年 0.76
あり
（1）

中小企業経営革新支援保証制度

経営力向上関連保証制度

そ

の

他

1.90～0.45

流通業務総合効率化関連特例保証制度
流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の要件を具備する中小
企業者

運転・設備 10年

特定信用状関連保証制度 産業競争力強化法に定める特定信用状を発行する中小企業者 運転 1年

情報処理支援関連保証制度

中小企業等経営強化法の規定に基づき経済産業大臣の認定を受けた一般
社団法人又は一般財団法人であって、中小企業信用保険法上の中小企業
者と認められるもの

運転・設備 280,000 10年

一般保証の枠内
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割引料率
の適用 保証料 保険料

担保又は
保証人の徴求

備 考

借入金 損失補償
補給金

その他
種 類 （ 制 度 名 ） 対 象 資金使途

保証限度額
（千円）

保証期間
保証料率（年率%）

運転 5～15年 あり 担　保：必要に応じ

設備 5～20年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

135,000 あり 担　保：必要に応じ

組合 　 255,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県中小企業振興資金融資保証制度 100,000 運転 7年 あり 担　保：必要に応じ 県

①一般資金固定金利型 （②、③、④と合算） 設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 100,000 運転 10年 あり 担　保：必要に応じ 県

②一般資金変動金利型 （①、③、④と合算） 設備 15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃
運転 7年

設備 10年

（最大0.30％）

〃 運転 10年

設備 15年

（最大0.30％）

1.80～0.35 あり 担　保：必要に応じ

又は0.78 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

880,000 運転 5年 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合　1,680,000 設備 7年 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

880,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

組合　1,680,000 設備 7年 （1） 保証人：必要に応じ

中心市街地活性化関連保証制度 280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

　　　 中心市街地商業等活性化関連保証 組合　  480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

　 〃 0.88 あり 担　保：必要に応じ

　　 中心市街地商業等活性化支援関連保証 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中心市街地出店促進資金保証 50,000 あり 担　保：必要に応じ

設備近代化資金 組合　  100,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

空き店舗利用資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 担　保：必要に応じ

ｾｰﾌﾃｨ6号認定の場合 保証人：原則法人代表者のみ

380,000

組合  　480,000

(概ね) 運転　10年 あり 担　保：必要に応じ

設備　15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 担　保：必要に応じ

ｾｰﾌﾃｨ6号認定の場合 保証人：原則法人代表者のみ

380,000

組合 　 480,000

(概ね) 運転　10年 あり 担　保：必要に応じ

設備　15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

300,000 1.35 あり 担　保：必要に応じ

組合　　600,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：必要に応じ

あり

1.07

280,000 1.35 あり 担　保：必要に応じ

 組合　　480,000 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

200,000 あり 担　保：必要に応じ

（80％の割合保証） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

3年以上 1.90～0.45

県内で1年以上事業を営む中小企業者 運転･設備 1.90～0.45

県内で1年以上事業を営む中小企業者 運転･設備 1.90～0.45

業歴3年以上、与信取引1年以上、最近2年間の決算で利益計上、債務超過
でない等の用件後具備する中小企業者

運転･設備 200,000 1.90～0.45

県内で1年以上事業を営む中小企業者 運転･設備

季節 季節資金保証制度 県内で1年以上事業を営む中小企業者 運転 30,000

長

期

長期経営資金保証制度

長期安定資金保証制度

県

③一般資金ＳＤＧｓ推進枠固定金利型

県内で1年以上事業を営んでおり、健康経営優良法人（経済産業省認定）、
ユースエール、えるぼし、プラチナえるぼし、くるみん、プラチナくるみん、（い
ずれも厚生労働省認定）、秋田県ＳＤＧｓパートナー制度、秋田県版健康経
営優良法人、秋田県えるぼしチャレンジ企業認定法人、秋田県女性の活躍
推進企業表彰、秋田県子ども・子育て支援知事表彰、秋田県介護サービス
事業所認証評価制度（いずれも秋田県認定）のいずれかを取得している中
小企業者

運転･設備
100,000

（①、②、③と合算）
1.90～0.45

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

県

④一般資金ＳＤＧｓ推進枠変動金利型

県内で1年以上事業を営んでおり、健康経営優良法人（経済産業省認定）、
ユースエール、えるぼし、プラチナえるぼし、くるみん、プラチナくるみん、（い
ずれも厚生労働省認定）、秋田県ＳＤＧｓパートナー制度、秋田県版健康経
営優良法人、秋田県えるぼしチャレンジ企業認定法人、秋田県女性の活躍
推進企業表彰、秋田県子ども・子育て支援知事表彰、秋田県介護サービス
事業所認証評価制度（いずれも秋田県認定）のいずれかを取得している中
小企業者

運転･設備
100,000

（①、②、④と合算）
1.90～0.45

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

1年 1.90～0.45

中小企業等経営強化法の要件を具備する特定事業者 運転･設備

中小企業等経営強化法の要件を具備する特定事業者 運転・設備 1.23～0.76

経営相談付長期設備資金保証
県内で1年以上事業を営む中小企業者であって、専門家による経営相談を
受けられる者

運転･設備 20,000～280,000 20年

市

秋田市中心市街地活性化基本計画の区域内の空き店舗を利用して出店す
る県内中小企業者

設備 50,000 10年 1.90～0.45 市

中心市街地整備改善活性化法の要件を具備する中小企業者 運転･設備 15年

中心市街地整備改善活性化法の要件を具備する特定会社、公益法人 運転･設備 560,000 15年

1.90～0.45

一般保証の枠内 1.90～0.45

経営安定関連保証、中小企業金融安定化特別保証を経営安定関連保証に
より借換するもの

運転・設備 10年
2.20～0.50

又は
1.90～0.45

秋田市中心市街地活性化基本計画の区域内に出店、又は同区域内の店舗
を新築若しくは改築する県内中小企業者

設備 10年 1.90～0.45

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ（2）

返済条件の緩和を行っている保証付き借入金の全部または一部について借
換えするもの

運転・設備 一般保証の枠内 15年 1.90～0.45

周辺地域整備関連保証制度 発電用施設周辺整備法の要件を具備する中小企業者 運転･設備 10年

借換保証制度

景気対応緊急保証等を経営安定関連保証により借換するもの 運転・設備 10年
2.20～0.50

又は
1.90～0.45

あり
（1） （既往借換のみの場合、既往分に比し中

小企業者に不利にならないもの）

景気対応緊急保証等を一般保証により借換するもの 運転・設備

あり
（1） （既往借換のみの場合、既往分に比し中

小企業者に不利にならないもの）

経営安定関連保証、中小企業金融安定化特別保証を一般保証により借換
するもの

運転・設備

あり
（2）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

商店街活性化促進事業関連保証制度
商店街活性化促進事業の実施に関する計画に記載された事業のうち、特に
事業資金の融通の円滑化が必要な事業を行い、又は行おうとするものとして
市町村の長の認定を受けた中小企業者

運転・設備 　　　　　10年 0.76
あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

技術等情報漏えい防止措置関連保証制度
産業競争力強化法の規定に基づき技術等情報漏えい防止措置認証業務を
行うものとして、主務大臣の認定を受けた一般社団法人又は一般財団法人
であって、中小企業信用保険法上の中小企業者と認められるもの

運転・設備 280,000 　　　　　10年 1.07

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

先端設備等導入関連保証制度
生産性向上特別措置法の規定に基づき経済産業大臣の認定を受けた先端
設備等導入計画に従って先端設備等導入を行うための措置を行う中小企業
者

運転・設備 　　　　　10年 0.76
あり
（1）

中小企業経営革新支援保証制度

経営力向上関連保証制度

そ

の

他

1.90～0.45

流通業務総合効率化関連特例保証制度
流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の要件を具備する中小
企業者

運転・設備 10年

特定信用状関連保証制度 産業競争力強化法に定める特定信用状を発行する中小企業者 運転 1年

情報処理支援関連保証制度

中小企業等経営強化法の規定に基づき経済産業大臣の認定を受けた一般
社団法人又は一般財団法人であって、中小企業信用保険法上の中小企業
者と認められるもの

運転・設備 280,000 10年

一般保証の枠内
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割引料率
の適用 保証料 保険料

担保又は
保証人の徴求

備 考

借入金 損失補償
補給金

その他
種 類 （ 制 度 名 ） 対 象 資金使途

保証限度額
（千円）

保証期間
保証料率（年率%）

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合　400,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

農商工等連携関連保証制度 880,000
運転 5年

あり
担　保：8,000万超は有担保
（流動資産担保保証の場合は流動資産）

農商工等連携事業関連保証 　　組合　1,280,000
設備 7年

（1）
保証人：法人代表者のみ
（流動資産担保保証の場合は不要）

〃
運転 5年

あり
担　保：8,000万超は有担保
（流動資産担保保証の場合は流動資産）

農商工等連携支援事業関連保証
設備 7年

（1）
保証人：法人代表者のみ
（流動資産担保保証の場合は不要）

秋田市中小企業振興資金保証制度 あり
担　保：必要に応じ
（流動資産担保保証の場合は流動資産）

農商工連携促進資金 （1）（2）
保証人：原則法人代表者のみ
（流動資産担保保証の場合は不要）

秋田市中小企業振興資金保証制度 あり 担　保：必要に応じ

新商品等開発資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （2） 保証人：原則認定中小企業者のみ

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 保証人：原則法人代表者のみ

        又は他の中小企業者(会社のみ)

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （2） 保証人：原則他の中小企業者(会社のみ)

そ

の

他

社外高度人材活用新事業分野開拓関連保証制度
中小企業等経営強化法の規定に基づき主務大臣の認定を受けた社外高度
人材活用新事業分野開拓計画に従って社外高度人材活用新事業分野開拓
事業を行うための措置を行う中小企業者

運転・設備 280,000 　　　　　10年
1.07

又は0.76
あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

連携事業継続力強化関連保証制度
中小企業等経営強化法の規定に基づき事業継続力強化計画を作成し、経
済産業大臣の認定を受けた中小企業者

運転・設備 　　　　　10年
1.07

又は0.76
あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

事業継続力強化関連保証制度
中小企業等経営強化法の規定に基づき事業継続力強化計画を作成し、経
済産業大臣の認定を受けた中小企業者

運転・設備 　　　　　10年
1.07

又は0.76
あり
（1）

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

情報処理システム運用・管理関連保証制度
情報処理の促進に関する法律第３１条の規定に基づき経済産業大臣の認定
を受けた中小企業者

運転・設備 　　　　　10年
0.88

又は0.76
あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

特定連携事業継続力強化関連保証制度
中小企業等経営強化法の規定に基づき事業継続力強化計画を作成し、経
済産業大臣の認定を受けた大企業

運転・設備 280,000 　　　　　10年 1.90～0.45

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

地域経済牽引事業関連保証制度
県知事の承認を受けた地域牽引事業計画に従って地域経済牽引事業を行
うための措置を行う特定事業者

運転・設備 15年

地域経済牽引支援関連保証制度
経済産業大臣の承認を受けた連携支援計画に従って連携支援事業を行う
一般社団法人、一般社団法人であって中小企業信用保険法上の中小企業
者と認められるもの

運転・設備 280,000 15年

特定高度情報通信技術活用システム開発供給等関連保証制度
特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する
法律第７条第１項、第９条第１項又は第１１条第１項の規定に基づき、主務大
臣の認定を受けた中小企業者

運転・設備 　　　　　10年
0.88

又は0.76
あり
（1）

1.07 なし
担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

認定農商工等連携事業計画に従って農商工等連携事業を実施する中小企
業者

運転・設備 1.23～0.68

認定農商工等連携支援事業計画に従って農商工等連携支援事業を実施す
る公益法人

運転・設備 280,000

市

新商品開発、商品化をしようとする中小企業者 運転・設備 30,000 10年 1.90～0.45 市

1.07

農林漁業者と連携し、新商品開発、商品化をしようとする中小企業者 運転・設備 30,000 10年 1.90～0.45

経営承継関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法の規定による第１２条第１項第１号イ又は同条同
項第２号イ経済産業大臣の認定を受けた中小企業者

運転・設備 280,000 1.90～0.45

（1）（2）

特定経営承継準備関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第３号の規定による経済産業大
臣の認定を受けた事業を営んでいない個人

運転・設備 280,000 1.15

特定経営承継関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号イの規定による経済産業大
臣の認定を受けた中小企業者（認定中小企業者）の代表者

運転・設備 280,000 1.90～0.45

経営承継準備関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号ロ又は同項第２号ロの規定
による経済産業大臣の認定を受けた中小企業者

運転・設備 280,000 1.90～0.45

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：徴収しない

中小企業活性化協議
会及び事業承継・引
継ぎ支援センターの
確認を受けた場合は
保証料率1.15～
0.20、割引料率の適
用なし

経営承継借換関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号ニの規定による経済産業
大臣の認定を受けた中小企業者

運転 280,000
10年

一括返済の場合　１年
1.90～0.45

あり
（1）（2）

事業承継特別保証制度

次のいずれかの要件を満たし、かつ一定の財務要件を具備する中小企業者
①保証申込受付日から３年以内に事業承継を予定する事業承継計画を有す
る企業
②令和２年１月以降に事業承継を実施した法人で、事業承継日から３年を経
過していない企業

運転・設備 280,000
10年

一括返済の場合　１年
1.90～0.45

担　保：必要に応じ
保証人：徴収しない

中小企業活性化協議
会及び事業承継・引
継ぎ支援センターの
確認を受けた場合は
保証料率1.15～
0.20、割引料率の適
用なし

秋田県経営承継借換関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号ニの規定による経済産業
大臣の認定を受けた中小企業者

運転 200,000
10年

一括返済の場合　１年
1.90～0.45

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：徴収しない

一部県 県

中小企業活性化協議
会及び事業承継・引
継ぎ支援センターの
確認を受けた場合は
保証料率1.15～
0.20、割引料率の適
用なし
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割引料率
の適用 保証料 保険料

担保又は
保証人の徴求

備 考

借入金 損失補償
補給金

その他
種 類 （ 制 度 名 ） 対 象 資金使途

保証限度額
（千円）

保証期間
保証料率（年率%）

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合　400,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

農商工等連携関連保証制度 880,000
運転 5年

あり
担　保：8,000万超は有担保
（流動資産担保保証の場合は流動資産）

農商工等連携事業関連保証 　　組合　1,280,000
設備 7年

（1）
保証人：法人代表者のみ
（流動資産担保保証の場合は不要）

〃
運転 5年

あり
担　保：8,000万超は有担保
（流動資産担保保証の場合は流動資産）

農商工等連携支援事業関連保証
設備 7年

（1）
保証人：法人代表者のみ
（流動資産担保保証の場合は不要）

秋田市中小企業振興資金保証制度 あり
担　保：必要に応じ
（流動資産担保保証の場合は流動資産）

農商工連携促進資金 （1）（2）
保証人：原則法人代表者のみ
（流動資産担保保証の場合は不要）

秋田市中小企業振興資金保証制度 あり 担　保：必要に応じ

新商品等開発資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （2） 保証人：原則認定中小企業者のみ

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 保証人：原則法人代表者のみ

        又は他の中小企業者(会社のみ)

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （2） 保証人：原則他の中小企業者(会社のみ)

そ

の

他

社外高度人材活用新事業分野開拓関連保証制度
中小企業等経営強化法の規定に基づき主務大臣の認定を受けた社外高度
人材活用新事業分野開拓計画に従って社外高度人材活用新事業分野開拓
事業を行うための措置を行う中小企業者

運転・設備 280,000 　　　　　10年
1.07

又は0.76
あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

連携事業継続力強化関連保証制度
中小企業等経営強化法の規定に基づき事業継続力強化計画を作成し、経
済産業大臣の認定を受けた中小企業者

運転・設備 　　　　　10年
1.07

又は0.76
あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

事業継続力強化関連保証制度
中小企業等経営強化法の規定に基づき事業継続力強化計画を作成し、経
済産業大臣の認定を受けた中小企業者

運転・設備 　　　　　10年
1.07

又は0.76
あり
（1）

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

情報処理システム運用・管理関連保証制度
情報処理の促進に関する法律第３１条の規定に基づき経済産業大臣の認定
を受けた中小企業者

運転・設備 　　　　　10年
0.88

又は0.76
あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

特定連携事業継続力強化関連保証制度
中小企業等経営強化法の規定に基づき事業継続力強化計画を作成し、経
済産業大臣の認定を受けた大企業

運転・設備 280,000 　　　　　10年 1.90～0.45

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

地域経済牽引事業関連保証制度
県知事の承認を受けた地域牽引事業計画に従って地域経済牽引事業を行
うための措置を行う特定事業者

運転・設備 15年

地域経済牽引支援関連保証制度
経済産業大臣の承認を受けた連携支援計画に従って連携支援事業を行う
一般社団法人、一般社団法人であって中小企業信用保険法上の中小企業
者と認められるもの

運転・設備 280,000 15年

特定高度情報通信技術活用システム開発供給等関連保証制度
特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する
法律第７条第１項、第９条第１項又は第１１条第１項の規定に基づき、主務大
臣の認定を受けた中小企業者

運転・設備 　　　　　10年
0.88

又は0.76
あり
（1）

1.07 なし
担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

認定農商工等連携事業計画に従って農商工等連携事業を実施する中小企
業者

運転・設備 1.23～0.68

認定農商工等連携支援事業計画に従って農商工等連携支援事業を実施す
る公益法人

運転・設備 280,000

市

新商品開発、商品化をしようとする中小企業者 運転・設備 30,000 10年 1.90～0.45 市

1.07

農林漁業者と連携し、新商品開発、商品化をしようとする中小企業者 運転・設備 30,000 10年 1.90～0.45

経営承継関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法の規定による第１２条第１項第１号イ又は同条同
項第２号イ経済産業大臣の認定を受けた中小企業者

運転・設備 280,000 1.90～0.45

（1）（2）

特定経営承継準備関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第３号の規定による経済産業大
臣の認定を受けた事業を営んでいない個人

運転・設備 280,000 1.15

特定経営承継関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号イの規定による経済産業大
臣の認定を受けた中小企業者（認定中小企業者）の代表者

運転・設備 280,000 1.90～0.45

経営承継準備関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号ロ又は同項第２号ロの規定
による経済産業大臣の認定を受けた中小企業者

運転・設備 280,000 1.90～0.45

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：徴収しない

中小企業活性化協議
会及び事業承継・引
継ぎ支援センターの
確認を受けた場合は
保証料率1.15～
0.20、割引料率の適
用なし

経営承継借換関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号ニの規定による経済産業
大臣の認定を受けた中小企業者

運転 280,000
10年

一括返済の場合　１年
1.90～0.45

あり
（1）（2）

事業承継特別保証制度

次のいずれかの要件を満たし、かつ一定の財務要件を具備する中小企業者
①保証申込受付日から３年以内に事業承継を予定する事業承継計画を有す
る企業
②令和２年１月以降に事業承継を実施した法人で、事業承継日から３年を経
過していない企業

運転・設備 280,000
10年

一括返済の場合　１年
1.90～0.45

担　保：必要に応じ
保証人：徴収しない

中小企業活性化協議
会及び事業承継・引
継ぎ支援センターの
確認を受けた場合は
保証料率1.15～
0.20、割引料率の適
用なし

秋田県経営承継借換関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号ニの規定による経済産業
大臣の認定を受けた中小企業者

運転 200,000
10年

一括返済の場合　１年
1.90～0.45

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：徴収しない

一部県 県

中小企業活性化協議
会及び事業承継・引
継ぎ支援センターの
確認を受けた場合は
保証料率1.15～
0.20、割引料率の適
用なし
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割引料率
の適用 保証料 保険料

担保又は
保証人の徴求

備 考

借入金 損失補償
補給金

その他
種 類 （ 制 度 名 ） 対 象 資金使途

保証限度額
（千円）

保証期間
保証料率（年率%）

あり 担　保：必要に応じ
（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

設備 7年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 （1）（2） 保証人：不要とする

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり

組合　　480,000 （1）

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

25,000 あり 担　保：必要に応じ 県

（80％の割合保証） （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.28%）

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

450,000 あり 担　保：２億円超必要

（80％の割合保証） （1）（2） 保証人：不要

450,000 あり 担　保：２億円超必要

（80％の割合保証） （1）（2） 保証人：不要

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

480,000 運転 5年 あり
担　保：8,000万超は有担保
（流動資産担保保証の場合は流動資産）

組合　 680,000 設備 7年 （1）
保証人：法人代表者のみ
（流動資産担保保証の場合は不要）

580,000

組合　1,080,000

880,000

組合　1,680,000

※ 保証料率については、貸付金額に対する保証料率を記載。なお、経営安定関連特例を利用する際の保証料率は0.88％、但し、小口零細企業保証制度（自治体制度含）を除く5号、７号、８号認定案件については0.76％。
※ 「割引料率の適用」欄については、割引の有無を記載。また、割引内容については「（6）業務内容　ロ　保証料率等」欄の定性要因割引に係る項目番号を記載。

そ

の

他

秋田県事業承継資金融資保証制度
事業の全部又は一部の譲渡を受けて当該事業を行うものまたは中小企業経
営円滑化法の認定を受けた中小企業者等

運転・設備 200,000 10年 1.90～0.45 県 県

一部県 県

中小企業活性化協議
会及び事業承継・引
継ぎ支援センターの
確認を受けた場合は
保証料率1.15～
0.20、割引料率の適
用なし

財務要件型無保証人保証制度 一定の財務要件を満たす中小企業者 運転・設備
一括返済の場合　2年

1.90～0.45
分割返済の場合　7年

10年
一括返済の場合　１年

1.90～0.45
あり

（1）（2）
担　保：必要に応じ
保証人：徴収しない

商工貯蓄共済融資特別保証制度 商工貯蓄共済の加入者 運転･設備 20,000 1.90～0.45

秋田県事業承継資金融資特別保証『バトンタッチ』制度

次のいずれかの要件を満たし、かつ一定の財務要件を具備する中小企業者
①保証申込受付日から３年以内に事業承継を予定する事業承継計画を有す
る企業
②令和２年１月以降に事業承継を実施した法人で、事業承継日から３年を経
過していない企業

運転・設備 200,000

自主廃業支援保証制度
現在事業は行っているものの、事業譲渡や経営者交代等による事業継続が
見込めず、自主的な廃業を選択する中小企業者

運転・設備 30,000 1年 1.90～0.45

事業承継サポート保証制度
事業承継計画に基づき、承継対象となる事業会社の株式を取得することを目
的として設立された、一定の要件を満たす新たな持株会社

運転・設備 280,000 15年 1.15

県

東日本大震災復興緊急保証制度
平成23年東北地方太平洋沖地震により損害を受けたことなどについて、市町
村等の証明を受けた中小企業者

運転・設備 10年 0.70

1.07

秋田県中小企業アグリサポート資金融資保証制度 農林漁業分野に進出しているか、その計画を有する中小企業者 運転・設備 10年 0.88

商店街活性化事業関連保証

商店街活性化事業計画に従って商店街活性化事業を行う商店街振興組合
等又はその組合員若しくは所属員たる中小企業者

運転・設備 10年 0.76
担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

商店街活性化支援事業計画に従って商店街活性化支援事業を行う一般社
団法人等中小企業者とみなされるもの

運転・設備 280,000 10年

県

追認保証 県内で1年以上事業を営む中小企業者 運転 12,500 7年 1.90～0.45

中小企業特定社債保証制度 純資産額等の一定の要件を具備する中小企業者 運転･設備 7年 1.90～0.45

秋田県賃金水準向上資金融資制度
純資産額等の一定の要件を具備する中小企業者で賃金水準向上計画を策
定している企業

運転･設備 7年 1.90～0.45

1.80～0.30
あり

（1）（2）
担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

継続型短期融資保証
　　　　ＳＤＧｓ型

次の全ての要件を満たす保証対象中小企業者
①申込金融機関からのプロパー借入があるもの
②直近決算において経常利益を計上している法人または直近確定申告にお
ける申告所得金額が200万円以上の個人事業主
③持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に賛同し、目標達成のために独自の取組を
継続的に行うまたは行おうとする者

運転・設備 1,000～50,000 1年 1.75～0.30
あり

（1）（2）
担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

継続型短期融資保証
　　　　　　通常型

次の全ての要件を満たす保証対象中小企業者
①申込金融機関からのプロパー借入があるもの
②直近決算において経常利益を計上している法人または直近確定申告にお
ける申告所得金額が200万円以上の個人事業主

運転・設備 1,000～50,000 1年

1.90～0.45
あり

（1）（2）
担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

0.76
又は0.88

流動資産担保融資保
証を利用する場合は

保証料率0.56

下請中小企業取引機会創出事業関連保証制度
下請中小企業振興法に基づき経済産業大臣の認定を受けた中小企業者
で、下請け中小企業取引機会創出事業を実施する者

運転・設備 10年
1.07

又は0.76
あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

特別小口保険を利用
する場合は保証料率

0.88

下請振興関連保証制度
主務大臣の承認を受けた振興事業計画に従って振興事業を実施する中小
企業者

運転・設備

税理士推薦特別保証制度
東北税理士会秋田県支部連合会に所属する税理士及び税理士法人と顧問
契約を締結し、月次管理を行ったうえで作成された確定申告を２期以上有す
県内の中小企業者

運転・設備 20,000 10年

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

農林水産物・食品輸出促進支援関連保証制度
農林水産物及び食品の輸出に関する法律第４３条第１項の規定による主務
大臣の認定を受けた一般社団法人又は一般財団法人

運転・設備 280,000 10年 1.07
あり
（2）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律に規定す
る認定発達支援計画等に係る事業を実施する一般社団法人等

運転・設備 280,000 10年 1.15
あり
（2）

小規模事業者支援関連保証制度

280,000
10年

一括返済の場合　１年
1.90～0.45

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：不要

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

特別小口保険を利用
する場合は保証料率

0.88

事業者選択型経営者保証非提供促進特別保証制度
一定の要件を備え、信用保証料の引上げを条件に経営者保証の提供を行
わないことを選択する法人である中小企業者

運転・設備 80,000
10年

一括返済の場合　１年
2.65～0.70

あり
（1）（2）

担　保：不要
保証人：不要

供給確保関連保証制度
経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律
第９条による主務大臣の認定を受けた中小企業者

運転・設備 10年
1.07

又は0.76
あり

（1）（2）

連合会

経営安定関連保証４
号又は５号を利用す
る場合は保証限度額

160,000千円

根保証
県内で事業を営む中小企業者で原則として1年以上引続き同一事業を経営
しているもの

運転
80,000

組合　　150,000
3年 1.90～0.39

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

プロパー融資借換特別保証制度
申込金融機関から経営者保証を提供したプロパー融資を受けており、かつ
一定の要件を満たす法人である中小企業者

運転
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割引料率
の適用 保証料 保険料

担保又は
保証人の徴求

備 考

借入金 損失補償
補給金

その他
種 類 （ 制 度 名 ） 対 象 資金使途

保証限度額
（千円）

保証期間
保証料率（年率%）

あり 担　保：必要に応じ
（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

設備 7年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 （1）（2） 保証人：不要とする

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり

組合　　480,000 （1）

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

25,000 あり 担　保：必要に応じ 県

（80％の割合保証） （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.28%）

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

450,000 あり 担　保：２億円超必要

（80％の割合保証） （1）（2） 保証人：不要

450,000 あり 担　保：２億円超必要

（80％の割合保証） （1）（2） 保証人：不要

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

480,000 運転 5年 あり
担　保：8,000万超は有担保
（流動資産担保保証の場合は流動資産）

組合　 680,000 設備 7年 （1）
保証人：法人代表者のみ
（流動資産担保保証の場合は不要）

580,000

組合　1,080,000

880,000

組合　1,680,000

※ 保証料率については、貸付金額に対する保証料率を記載。なお、経営安定関連特例を利用する際の保証料率は0.88％、但し、小口零細企業保証制度（自治体制度含）を除く5号、７号、８号認定案件については0.76％。
※ 「割引料率の適用」欄については、割引の有無を記載。また、割引内容については「（6）業務内容　ロ　保証料率等」欄の定性要因割引に係る項目番号を記載。

そ

の

他

秋田県事業承継資金融資保証制度
事業の全部又は一部の譲渡を受けて当該事業を行うものまたは中小企業経
営円滑化法の認定を受けた中小企業者等

運転・設備 200,000 10年 1.90～0.45 県 県

一部県 県

中小企業活性化協議
会及び事業承継・引
継ぎ支援センターの
確認を受けた場合は
保証料率1.15～
0.20、割引料率の適
用なし

財務要件型無保証人保証制度 一定の財務要件を満たす中小企業者 運転・設備
一括返済の場合　2年

1.90～0.45
分割返済の場合　7年

10年
一括返済の場合　１年

1.90～0.45
あり

（1）（2）
担　保：必要に応じ
保証人：徴収しない

商工貯蓄共済融資特別保証制度 商工貯蓄共済の加入者 運転･設備 20,000 1.90～0.45

秋田県事業承継資金融資特別保証『バトンタッチ』制度

次のいずれかの要件を満たし、かつ一定の財務要件を具備する中小企業者
①保証申込受付日から３年以内に事業承継を予定する事業承継計画を有す
る企業
②令和２年１月以降に事業承継を実施した法人で、事業承継日から３年を経
過していない企業

運転・設備 200,000

自主廃業支援保証制度
現在事業は行っているものの、事業譲渡や経営者交代等による事業継続が
見込めず、自主的な廃業を選択する中小企業者

運転・設備 30,000 1年 1.90～0.45

事業承継サポート保証制度
事業承継計画に基づき、承継対象となる事業会社の株式を取得することを目
的として設立された、一定の要件を満たす新たな持株会社

運転・設備 280,000 15年 1.15

県

東日本大震災復興緊急保証制度
平成23年東北地方太平洋沖地震により損害を受けたことなどについて、市町
村等の証明を受けた中小企業者

運転・設備 10年 0.70

1.07

秋田県中小企業アグリサポート資金融資保証制度 農林漁業分野に進出しているか、その計画を有する中小企業者 運転・設備 10年 0.88

商店街活性化事業関連保証

商店街活性化事業計画に従って商店街活性化事業を行う商店街振興組合
等又はその組合員若しくは所属員たる中小企業者

運転・設備 10年 0.76
担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

商店街活性化支援事業計画に従って商店街活性化支援事業を行う一般社
団法人等中小企業者とみなされるもの

運転・設備 280,000 10年

県

追認保証 県内で1年以上事業を営む中小企業者 運転 12,500 7年 1.90～0.45

中小企業特定社債保証制度 純資産額等の一定の要件を具備する中小企業者 運転･設備 7年 1.90～0.45

秋田県賃金水準向上資金融資制度
純資産額等の一定の要件を具備する中小企業者で賃金水準向上計画を策
定している企業

運転･設備 7年 1.90～0.45

1.80～0.30
あり

（1）（2）
担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

継続型短期融資保証
　　　　ＳＤＧｓ型

次の全ての要件を満たす保証対象中小企業者
①申込金融機関からのプロパー借入があるもの
②直近決算において経常利益を計上している法人または直近確定申告にお
ける申告所得金額が200万円以上の個人事業主
③持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に賛同し、目標達成のために独自の取組を
継続的に行うまたは行おうとする者

運転・設備 1,000～50,000 1年 1.75～0.30
あり

（1）（2）
担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

継続型短期融資保証
　　　　　　通常型

次の全ての要件を満たす保証対象中小企業者
①申込金融機関からのプロパー借入があるもの
②直近決算において経常利益を計上している法人または直近確定申告にお
ける申告所得金額が200万円以上の個人事業主

運転・設備 1,000～50,000 1年

1.90～0.45
あり

（1）（2）
担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

0.76
又は0.88

流動資産担保融資保
証を利用する場合は

保証料率0.56

下請中小企業取引機会創出事業関連保証制度
下請中小企業振興法に基づき経済産業大臣の認定を受けた中小企業者
で、下請け中小企業取引機会創出事業を実施する者

運転・設備 10年
1.07

又は0.76
あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

特別小口保険を利用
する場合は保証料率

0.88

下請振興関連保証制度
主務大臣の承認を受けた振興事業計画に従って振興事業を実施する中小
企業者

運転・設備

税理士推薦特別保証制度
東北税理士会秋田県支部連合会に所属する税理士及び税理士法人と顧問
契約を締結し、月次管理を行ったうえで作成された確定申告を２期以上有す
県内の中小企業者

運転・設備 20,000 10年

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

農林水産物・食品輸出促進支援関連保証制度
農林水産物及び食品の輸出に関する法律第４３条第１項の規定による主務
大臣の認定を受けた一般社団法人又は一般財団法人

運転・設備 280,000 10年 1.07
あり
（2）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律に規定す
る認定発達支援計画等に係る事業を実施する一般社団法人等

運転・設備 280,000 10年 1.15
あり
（2）

小規模事業者支援関連保証制度

280,000
10年

一括返済の場合　１年
1.90～0.45

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：不要

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

特別小口保険を利用
する場合は保証料率

0.88

事業者選択型経営者保証非提供促進特別保証制度
一定の要件を備え、信用保証料の引上げを条件に経営者保証の提供を行
わないことを選択する法人である中小企業者

運転・設備 80,000
10年

一括返済の場合　１年
2.65～0.70

あり
（1）（2）

担　保：不要
保証人：不要

供給確保関連保証制度
経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律
第９条による主務大臣の認定を受けた中小企業者

運転・設備 10年
1.07

又は0.76
あり

（1）（2）

連合会

経営安定関連保証４
号又は５号を利用す
る場合は保証限度額

160,000千円

根保証
県内で事業を営む中小企業者で原則として1年以上引続き同一事業を経営
しているもの

運転
80,000

組合　　150,000
3年 1.90～0.39

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

プロパー融資借換特別保証制度
申込金融機関から経営者保証を提供したプロパー融資を受けており、かつ
一定の要件を満たす法人である中小企業者

運転
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ロ　保証料率等

 （単位 ： 年率％）
料　　率

区　　分 最　　高 最　　低

責任共有保証料率：１．９０％～０．４５％

(責任共有特殊保証料率：１．６２％～０．３９％)

責任共有外保証料率：２．２０％～０．５０％

(責任共有外特殊保証料率：１．８７％～０．４３％)

但し、以下の定性要因により、割り引いた料率を適用。

調 査 料

延 滞 保 証 料 3.65 3.65 3.65

損 害 金 14.0 平成18年9月1日から適用

基　　　　本
特　　　　別

平　　均 備　　　　考

保 証 料 2.65 0.19 0.94
（１）会計参与を設置している旨の登記を行った事項を示す書
類の提出を当該中小企業者から受けた場合、０．１％を割り引
いた料率を適用。
（２）担保の提供がある場合は、０．１％を割り引いた料率を適
用。
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（単位：百万円）

（ ） ）

( ) )

( ) ( )

△1,373

保 証 申 込

保 証 申 込 取 消

保 証 承 諾

所定期限経過債務

保 証 債 務
30,001

399

9

3

(７)　信用保証業務の状況

求 償 権 償 却

保 証 後 取 消

償 還

代 位 弁 済

回 収

293

4,406

32

6

イ　概　　　況

区 分

5,307

金　　　　　　額件　　　　　　数

47,431

503

4,429

25

3,227

46,778

296

74,145

300,478

58

△31,615

52

3,371

150

903

97

279
求 償 権

（注）保証債務、所定期限経過債務及び求償権における（　）内は、それぞれの前期末残高との比較増減を記載してい
る。

△6
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ロ  保 証 承 諾

商工組合中央金庫

（注）信用金庫、信用協同組合、農業協同組合及び労働金庫には、それぞれの連合会を含む。

計

(イ)　金融機関別保証承諾

信 託 銀 行

長 期 信 用 銀 行

信 用 協 同 組 合

信 用 金 庫

そ の 他

505

563

0

0

2,526

第二地方銀行協会加盟行

3,210

都 市 銀 行

地 方 銀 行

795

金 額

（単位：百万円）

区 分 件 数

38,296

5,250788

337

58

0

0

46,778

3

4,406

14
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（単位：百万円）(ロ)　金額別保証承諾

30,000万円超

40,000万円超

53

5

10

8,000万円超

10,000万円超

10,000万円以下

20,000万円以下

20,000万円超

7,000万円超

6,000万円以下

3,000万円以下

5,000万円以下

8,000万円以下

11

312

342

242

198 8,352

1,787200万円超

4,406

0

0

0

0

30,000万円以下

40,000万円以下

50,000万円以下

625

647

838

7,000万円以下

20

0

0

0

46,778

金　　　　額

1,165

738

4,212

493

1,352

0

7,024

2,908

4,175

6,580

6,606

区　　　　　　分

200万円以下100万円超

445

941

566

537

件　　　数

50,000万円超

100万円以下

計

2,000万円超

3,000万円超

5,000万円超

6,000万円超

300万円超

500万円超

1,000万円超

1,500万円超

300万円以下

500万円以下

1,000万円以下

1,500万円以下

2,000万円以下
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（単位：百万円）

　3月以内

　3月超 6月以内

　6月超 1年以内

　1年超 2年以内

　2年超 3年以内

　3年超 4年以内

　4年超 5年以内

　5年超 7年以内

　7年超 10年以内

　10年超

区　　　分 件　　　数 金　　　　額

185 1,877

223 2,575

496

489 3,384

466 4,243

1,413 20,060

7,543

880 4,033

130 629

72 317

区　　　分 件　　　数 金　　　　額

設 備 資 金 706 5,283

52 2,117

計 4,406 46,778

（単位：百万円）

計 4,406 46,778

運 転 資 金 3,700 41,495

そ の 他 0 0

(ハ)　期間別保証承諾

(ニ)　資金使途別保証承諾
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（単位：百万円）

区　　分 件　　数 金　　　　額

災 害 67 687

経 営 安 定 関 連 347 8,470

普 通 保 証 77 1,205

特 別 保 証

輸 出 関 連 0 0

事 業 転 換 11 191

危 機 関 連 0 0

海 外 投 資 0 0

特 定 地 域 0 0

新 事 業 開 拓 0 0

国 際 経 済 0 0

体 質 強 化 0 0

カ ー ド ロ ー ン 901 2,989

労 働 力 確 保 0 0

省 エ ネ 2 105

当 座 貸 越 86 2,263

創 業 等 235 1,306

流動資産担保融資 26 790

小 売 商 業 0 0

中 堅 企 業 0 0

事 業 再 生 14 476

一 括 支 払 契 約

予 約

経 営 力 強 化 0 0

0

0

0

0

長 期 372 6,496

輸 出 0 0

小 口 1,899 12,692

設 備 12 131

そ の 他 310 6,505

計 4,282 43,101

季 節 0 0

手 形 割 引 0 0

0

根 保 証 2 60

社 債 引 受 保 証 47 2,472

合 計 4,406 46,778

(ホ)　保証種類別保証承諾

公 害 防 止 0 0

追 認 0
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(へ)　本所、支所別保証承諾

横 手 ・ 湯 沢 支 所 747

所

大 曲 支 所

本 荘 支 所 522

592

大 館 支 所 620

支 能 代 支 所 303

区 分 件 数

合 計 4,406 46,778

10,041

計 2,784 30,489

5,010

5,572

7,109

2,757

（単位：百万円）

金 額

本 所 1,622 16,289
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ハ　代　位　弁　済

(イ)　保証承諾年度別代位弁済

５ 年 度

４ 年 度

３ 年 度

２ 年 度

元 年 度

３０ 年 度

２９ 年度以前

保証承諾年度
件　　　数

区　　分

9

35

399計

（単位：千円）

571,939

1,847,798

72,156

159,857

514,209

191

55,916

149,088

金　　　　額

60

18

25

61

3,370,964
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(ロ)　金融機関別代位弁済

そ の 他

損 害 保 険 会 社

0

労 働 金 庫

生 命 保 険 会 社

0

0

都 市 銀 行

地 方 銀 行

信 託 銀 行

1

69

40

長 期 信 用 銀 行

信 用 金 庫

農 業 協 同 組 合

商工組合中央金庫

信 用 協 同 組 合

（単位：千円）

3,349

日本政策金融公庫

0

367,005

222,019

区　　　分

第二地方銀行協会加盟行

0

0

2,705,359

73,232

0

件　　　数

0

283

6

0

金　　　　額

00

0 0

0

0

0

0

0

3,370,964計 399

（注）信用金庫、信用協同組合、農業協同組合及び労働金庫には、それぞれの連合会を含む。
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0

3,370,964

393

399

3,321,920

0

合 計

(ハ)　保証種類別代位弁済

公 害 防 止

計

33

00

0

239,262

季 節

長 期

0

0

0

設 備

0

一 括 支 払 契 約

予 約

小 口

経 営 力 強 化

当 座 貸 越

カ ー ド ロ ー ン

労 働 力 確 保

56,756

社 債 引 受 保 証

0

0

そ の 他 10

追 認

根 保 証

新 事 業 開 拓

省 エ ネ

中 堅 企 業

創 業 等

手 形 割 引

71

流動資産担保融資

事 業 再 生

輸 出

体 質 強 化

0

18,549

89,232

0

0

335,111

0

3,349

40,597

0

12

0

1

0

1

22

小 売 商 業

危 機 関 連

海 外 投 資

輸 出 関 連

事 業 転 換

国 際 経 済

特 定 地 域

1,203,042

149,363

特 別 保 証

災 害

49,044

金　　　　額件　　　数

109

9

（単位：千円）

普 通 保 証

経 営 安 定 関 連

6

区　　　分

1,150,615

0

0

122

1

2 30,507

0

5,537

0

0

0
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ニ　回　　　　　　　収

５ 年 度

４ 年 度

３ 年 度

２ 年 度

元 年 度

３０ 年 度

２９ 年 度

２８ 年 度

２７ 年 度

２６ 年 度

２５ 年度以前

1

1

0

38,074

31,887

68,678

29,791

109,2434

15,478

12,392

1

(イ)　保証承諾年度別回収　

6,354

3

0

2

37 380,188

区　　分

0

0 4,336

（単位：千円）

金　　　　額件　　　数
保証承諾年度

計

1

696,42150
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５ 年 度

４ 年 度

３ 年 度

２ 年 度

元 年 度

３０ 年 度

２９ 年 度

２８ 年度以前

7

30

区　分

代位弁済年度

(ロ)　代位弁済年度別回収　

計

3

1

0

2

696,421

10,922

30,352

31,057

76,718

件　　　数 金　　　  額

17,197

4 61,589

163,059

（単位：千円）

50

305,528

3
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0

0 0

0 0

0

(単位:千円)

　　フ　　ァ　　ン　　ド　　名

（８） 債権譲受業務の状況

　　組　　成　　総　　　額

　　出　　　　資　　　　額

　　回　　　　　　　　　収　

　　譲　受　債　権　償　却

　　譲　受　債　権　残　高

（９） ファンド出資業務の状況

(単位:千円)

区　　　　　　分 件　　数 金　　　　　　額

　　譲　　受　　債　　　権　 0 0

　　組　　成　　総　　　額 300,000

　　出　　　　資　　　　額 4,000

秋田再生可能エネルギー投資事業有限責任組合

 秋田市中小企業振興投資事業有限責任組合

(単位:千円)

　　フ　　ァ　　ン　　ド　　名

210,000

5,000
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（単位：円）

3,457,693,184

2,951,471,623

5,800,718

244,643,499

0

3,142,877

20,111,952

13,070,263

202,202,000

17,250,252

経常支出 2,140,381,391

832,889,862

役 職 員 給 与 421,406,962

退 職 給 与 引 当 金 繰 入 35,702,472

そ の 他 人 件 費 75,446,016

旅 費 5,135,125

事 務 費 164,603,722

賃 借 料 11,633,049

動 産 ・ 不 動 産 償 却 19,083,899

信 用 調 査 費 2,779,533

債 権 管 理 費 62,950,202

指 導 普 及 費 13,153,249

負 担 金 20,995,633

0

1,296,348,543

0

11,142,986

経常収支差額 1,317,311,793

経常外収入 5,463,996,568

82,548,163

2,098,725,162

297,445,606

2,985,277,637

保 険 金 2,808,607,980

損 失 補 償 補 填 金 176,669,657

0

0

0

0

経常外支出 5,492,471,026

3,226,775,389

0

450,000

0

0

1,909,200

1,966,470,570

296,106,370

759,497

経常外収支差額 -28,474,458

制度改革促進基金取崩額 　 0

収支差額変動準備金取崩額 0

当期収支差額 1,288,837,335

644,000,000

644,837,335

金　　　　　　　　　　額

２．収支計算書（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

預 け 金 利 息

調 査 料

延 滞 保 証 料

 　　　科　　　　　目

損 害 金

有 価 証 券 利 息 配 当 金

経常収入

保 証 料

償 却 求 償 権 回 収 金

事 務 補 助 金

雑 収 入

借 入 金 利 息

責 任 共 有 負 担 金

業 務 費

信 用 保 険 料

雑 支 出

責 任 共 有 負 担 金 納 付 金

責 任 準 備 金 戻 入

有 価 証 券 評 価 益

有 価 証 券 売 却 益

求 償 権 償 却 準 備 金 戻 入

求 償 権 補 填 金 戻 入

基 本 財 産 繰 入 額

収 支 差 額 変 動 準 備 金 繰 入 額

補 助 金

そ の 他 収 入

譲 受 債 権 償 却

そ の 他 支 出

責 任 準 備 金 繰 入

求 償 権 償 却 準 備 金 繰 入

求 償 権 償 却

雑 勘 定 償 却

退 職 金

有 価 証 券 評 価 損

有 価 証 券 売 却 損
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金 額 金 額

0 19,742,083,859

現 金 0 基 金 10,847,936,681

小 切 手 0 基 金 準 備 金 8,894,147,178

7,824,146,323 0

当 座 預 金 0 6,518,227,942

普 通 預 金 814,948,430 0

通 知 預 金 0 1,966,470,570

定 期 預 金 7,000,000,000 296,106,370

郵 便 貯 金 9,197,893 448,346,950

0 4,460,597,182

24,394,830,207 300,478,487,224

国 債 0 0

地 方 債 10,958,221,040 保 険 金 0

社 債 13,429,239,515 損 失 補 償 補 填 金 0

株 式 3,000,000 0

受 益 証 券 0 長 期 借 入 金 0

新 株 予 約 権 0 （うち　日本政策金融公庫分） 0

フ ァ ン ド 出 資 4,369,652 短 期 借 入 金 0

譲 渡 性 預 金 0 （うち　日本政策金融公庫分） 0

そ の 他 0 収支差額変動準備金造成資金 0

359,039,269 5,243,526,822

事 業 用 不 動 産 326,552,864 仮 受 金 7,028,268

事 業 用 動 産 32,486,405 保 険 納 付 金 27,006,377

所 有 動 産 ・ 不 動 産 0 損 失 補 償 納 付 金 4,450,780

建 設 仮 勘 定 0 未 経 過 保 証 料 5,200,552,731

4,460,597,182 未 払 保 険 料 988,678

300,478,487,224 未 払 費 用 3,499,988

903,366,037 有 価 証 券 未 払 金 0

0

733,380,677

仮 払 金 0

保 証 金 0

厚 生 基 金 89,765,000

連 合 会 勘 定 0

未 収 利 息 49,182,941

有 価 証 券 未 収 入 金 0

未 経 過 保 険 料 594,432,736

339,153,846,919 339,153,846,919

３．貸借対照表（令和６年３月３１日現在）

基 本 財 産

制 度 改 革 促 進 基 金

動 産 ・ 不 動 産

預 け 金

（単位：円）

現 金

責 任 準 備 金

収 支 差 額 変 動 準 備 金

保 証 債 務

損 失 補 償 金

雑 勘 定

損 失 補 償 金 見 返

求 償 権 補 填 金

借 入 金

雑 勘 定

譲 受 債 権

求 償 権

保 証 債 務 見 返

退 職 給 与 引 当 金

有 価 証 券

金 銭 信 託

求 償 権 償 却 準 備 金

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

科 目 科 目

その他有価証券評価差額金

合 計合 計
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科　　　　目 科　　　　目

現 金 その他有価証券評価差額金

預 け 金 責 任 準 備 金

金 銭 信 託 求償権償却準備金

有 価 証 券 退職給与引当金

動 産 ・ 不 動 産 損 失 補 償 金

損 失 補 償 金 見 返 保 証 債 務

保 証 債 務 見 返 求 償 権 補 填 金

求 償 権 借 入 金

譲 受 債 権 雑 勘 定

雑 勘 定

合 計 合 計

正 味 財 産

４．財産目録（令和６年３月３１日現在）

（単位：円）

資　　　　　　　　　　産 負　　　　　　　　　　債

金　　　　　額 金　　　　　額

0 0

7,824,146,323 1,966,470,570

0 296,106,370

24,394,830,207 448,346,950

359,039,269 4,460,597,182

4,460,597,182 300,478,487,224

300,478,487,224 0

903,366,037 0

0 5,243,526,822

733,380,677

339,153,846,919 312,893,535,118

26,260,311,801
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